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要約 
近年のソフトウェアシステムの開発には，製品のグローバル化や市場要求の高度化，複雑化により，多様性

と俊敏性が競争の鍵となっている．多様性への対応にはSPLE（Software Product Line Engineering）が提案

されている．俊敏性への対応にはASD（Agile Software Development）が提案されている．多様性と俊敏性

に同時に対応するために両方のアプローチを統合したAPLE（Agile Product Line Engineering）が研究され

ているが，開発方法論として確立されているとはいえない． 
本研究では製品の俊敏な進化と多様性の実現を包括的に解決するために，SPL（Software Product Line）の

開発全体を包括した管理可能な開発を実現する開発方法論を提案する．開発全体を包括管理するためには組織

が保有する開発資源のコントロールが課題となる．提案した開発方法論は開発資源の各ポートフォリオを管理

された状態に導くことで複数SPL の包括管理を実現する．SPL に管理性を備えるためにASD を統合してアジ

ャイルマネジメントを適用する．マネジメントを支えるテクノロジー領域として，SPLE における開発プロセ

ス，プロダクト可変性，アーキテクチャの 3 領域の課題に分解して解決する． 
SPLE の開発プロセスでは，可変点を中心とした反復性の高いプロセスが実行されることに着目し，2 層の

イテレーションプロセス構造を備えたSPLE のためのASD を提案する．これまで，ASD では短期開発プロジ

ェクトへの適用が想定されていない．そこで，複数の開発プロジェクトを包括的に開発対象とすることでASD
をSPLE のアプリケーション開発に適用可能とし，生産性の測定や開発量の推定能力を高めることで開発の包

括的な管理性を向上する． 
プロダクト可変性に関しては，可変性をモデル化して構造化することで可変点の開発の順序制約を明らかに

し，独立した開発単位の集合にプロジェクトを分割する方法を提案する．開発プロセスを一括したウォータフ

ォール型開発から分割した反復型の ASD に移行することで，テスト環境などの資源消費を平準化して資源不

足による開発量の変動を抑え，開発全体の管理性を向上する． 
アーキテクチャに関しては，アプリケーション開発をドメイン開発と並行開発できるアーキテクチャへのリ

ファクタリング方法を提案する．これによって，可変性を開発ビューレベルでモジュール化し，ドメイン開発

とアプリケーション開発間や，アプリケーション開発アクティビティ間の衝突を抑制し，開発アクティビティ

の並行化を実現する．並行開発が実現できることで，開発資源の割当て制約が軽減され，開発の管理性を向上

する． 
提案したAPLE の開発方法論を自動車システムのソフトウェア開発の実プロジェクトに適用し，その結果か

ら，多様な製品を俊敏に開発する提案開発方法論の有効性と妥当性を示す． 
本研究ではポートフォリオマネジメントを指向した APLE の開発方法論を提供することで，各分野の SPL

のコンテキストへの適用を可能とし，SPLE を運用する組織に対して包括的に管理可能な開発活動の推進に貢

献する． 
本研究の成果はソフトウェア工学の発展に関して，次の 3 つの点で貢献する． 
(1) 従来，個別に研究されてきた SPLE とASD の 2 領域を統合した新たな開発方法論を創出したこと． 
(2) APLE を実現する開発方法論を，プロセス，アーキテクチャ，マネジメントにわたる包括的技術体系と

して提案していること．  
(3) 提案開発方法論を実際の自動車ソフトウェアプロダクトライン開発に適用し，多面的な評価尺度を設

定してデータを収集し，その効果を定量的に評価していること． 
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Abstract 
In recent years, the variability and agility are increasingly important for the development of software 

systems due to globalization of products and sophistication and complication of market demands. SPLE 
(Software Product Line Engineering) approach has been proposed to deal with variability, while ASD 
(Agile Software Development) has been proposed to accelerate agility. To meet both variability and agility, 
APLE (Agile Product Line Engineering), an integration of both approaches, has been proposed. However, it 
is not established yet as a development methodology. 

In this research, to accommodate both agility and variability in product releases, the authors propose a 
development methodology that makes the entire development of SPL (Software Product Line) manageable. 
The authors introduce a portfolio management as a driver to improve manageability of development for 
SPL. The proposed development methodology reconstructs the development process, product variability 
and architecture in SPLE and refines the granularity to the predictable development amount of software 
products and stable productivity. 

In the development process of SPLE, the authors focus on the fact that the highly iterative process 
centered around the variation point is executed. And, the authors propose an agile development method 
for SPLE with twofold iterative process structure. Conventionally, ASD is not expected to be applied to 
short-term development projects. Therefore, embracing multiple projects into a development makes ASD 
applicable to SPLE application engineering, and improves the total management of the development by 
improving the productivity monitoring and estimation of development efforts. 

In product variability, the authors propose a method to divide a project into a set of independent 
development units by clarifying the ordering constraints of variation point development by modeling and 
structuring the variability. By reengineering the development process from a single water-fall to multiple 
incremental, the authors will enable to reduce resource consumptions, including test environment, 
equalize the fluctuation of development volume arising from the shortage of resources, and improve 
manageability of the entire development. 

In architecture, the authors propose a refactoring method to architecture, which enables to parallelize 
application engineering with domain engineering. By modularizing variability at the development view 
level, possible collisions between domain engineering and application engineering, and between 
application engineering activities are mitigated, and parallelization of development activities are 
enhanced. Increasing concurrency in the development reduces the constraints in resource allocations, and 
improves the manageability of the entire development. 

The authors applied the proposed APLE development methodology to the actual project in software 
development of automotive software systems, and proved the effectiveness and validity of the proposed 
development methodology in the development of evolvable and variable products from the result. 
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1 はじめに 
 

1.1 研究の背景 
SPLE（Software Product Line Engineering）は，低コスト，高品質でSPL（Software Product Line）に

おける多様な製品を開発するアプローチである[10][39]．SPLE では，ドメイン開発とアプリケーション開発

の 2 つの開発領域で製品の多様性を低コストで実現するアプローチをとる．ドメイン開発では，SPL における

共通性と可変性を分析してコア資産を構築する．アプリケーション開発では，コア資産から個別製品を開発す

る．要求の多様性に対応するために，SPLE は自動車ソフトウェア開発を含む多くのソフトウェアシステム開

発に導入されている[23][49]． 
複数のSPL を並行して開発するMPLE（Multiple Product Line Engineering）が実践されている[46]．例

えば，自動車ソフトウェア開発において，Bosch のガソリンシステム開発では市場セグメントごとに分けて

SPL を構築している[35]．その他の分野でも，コンポーネントベースのアーキテクチャにおいて，相互作用や

相互依存するコンポーネントごとにプロダクトラインを構築し，それらを組合わせることで，マルチプロダク

トラインが構成されている[48]． 
自動車システムを含むソフトウェアシステムの開発では，俊敏な製品進化が求められている．俊敏な製品進

化に対しては，短いサイクルでインクリメンタルに製品を進化させるASD（Agile Software Development）
が実践されている[9][18][29]．製品の多様性とその俊敏な進化に対応するため，ASDとSPLEを統合したAPLE
（Agile Product Line Engineering）も実践されている[11][18]． 
製品の多様性とその俊敏な進化に対応するための開発方法の研究開発が様々な分野で推進されている．しか

し，製品のグローバル化や市場要求の高度化，複雑化により[12]，SPLE におけるドメイン開発とアプリケー

ション開発が並行化するなど，さらなる俊敏性が必要となり，従来の開発方法では対応できない状況となって

いる． 
 

1.2 研究の目的 
 SPLE において複雑化する製品の多様性とより俊敏な進化への要求に対処するために，ドメイン開発とアプ

リケーション開発を並行開発するコンテキストにおいて，SPL 全体を包括的に管理可能にする新たな開発フレ

ームワークが求められている．本研究では，SPLE の開発活動を管理するために，ポートフォリオマネジメン

トを指向した APLE の開発方法論を提案する．方法論の提案過程において SPL 全体の開発ポートフォリオマ

ネジメントの必要性を示す．提案する開発方法論を自動車システムのソフトウェア開発の実開発に適用し，本

開発方法論の有効性を示す． 
 提案する開発方法論では，製品の多様性と開発の俊敏性の全体最適を図るための開発フレームワークのモデ

ルを，ポートフォリオマネジメントの概念を拡張して定義する．本モデルにおけるポートフォリオマネジメン

トの管理性の向上を狙い，開発資源の割当ての平準化を実現するための開発プロセスとアーキテクチャモデル

を提案する．アーキテクチャモデルでは可変性の構造分析に基づく可変性のモジュール化を提案する． 
 本研究では，ポートフォリオマネジメントを指向したAPLE の開発方法論を提供することで，各分野のSPL
のコンテキストへの適用を可能とし，SPLE を運用する組織に対して包括的に管理可能な開発活動の推進への

貢献を期待する． 
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1.3 本論文の構成 
 本論文の構成を以下に示す． 
 第 2章は研究課題について説明する．第３章は関連研究について述べる．第４章はアプローチを示す．第５

章はSPLE のためのアジャイル開発方法のフレームワークを示す．第６章は可変性のモデル化と構造分析，第

７章はSPL のアプリケーション開発の並行開発アーキテクチャについて説明する．第８章は提案する開発方法

を適用した自動車システムのソフトウェア開発について示す．第９章は提案する開発方法論を適用した開発の

評価結果である．第 10 章は提案する開発方法論についての考察を述べる．第 11 章は今後の課題，第 12 章は

本研究のまとめを述べる． 
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2 研究課題 
2.1 SPL の開発全体を包括した管理可能な開発方法論 
 本研究で対象とするソフトウェア開発のコンテキストでは，複雑な多様性を備えたSPL を取り扱い，製品進

化と同時並行的に多様な製品提供を求められる俊敏性が期待される．このようなコンテキスト上の組織には，

個別の製品進化や多様な製品開発だけでなく，SPL の開発全体を包括した管理可能な開発方法論が必要である． 
SPLEにおけるアプリケーション開発では，単一システムのソフトウェア開発の規模は比較的小さい[10][39]．

しかし，SPL から生成する製品が増加すると，個々の製品の納期が近接し，開発に割り当て可能な期間と必要

な資源が短期間に集中する．加えて，俊敏な製品進化への要求によって，単一のSPL では要求の多様性を吸収

できなくなり，複数のSPL の並行開発が必要となる[3]． 
 SPL の管理可能な開発を実現するためには，SPLE のドメイン開発やアプリケーション開発を，個々の開発

プロジェクトとして管理するだけでは十分でない．また，単一のSPL を開発管理するだけでも不十分である．

なぜならば，組織が開発に割り当てられる資源には限りがあり，それぞれの開発期間の重複は資源の制約下に

置かれることで相互依存を生じるためである．SPL の管理可能な開発を実現するためには，複数の SPL を包

括した管理方法の確立が必要である． 
 本研究では，製品進化と多様な製品提供を同時並行的に実現しながら，SPL の開発全体を包括した管理可能

な開発を実現する開発方法論を提案する．図 2.1 に示すように SPL の開発全体を包括した管理可能な開発方

法論の中核を成すのは，包括した管理を支える開発プロセスとプロダクト可変性，アーキテクチャである．そ

れぞれの研究課題について以下に説明する． 
 

 

図 2.1 開発方法論の研究課題 

  

SPLの管理可能な開発方法論

プロダクト可変性開発プロセス アーキテクチャ
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2.2 開発プロセス 
 SPLE の開発プロセスは，単一の SPL をスコープとして，SPL における共通性と可変性を分析してコア資

産と個別製品を開発するアーキテクチャを実現することが主体となっている[10][39]．そのため，開発を管理

するためのマネジメントは，単一のプロジェクトマネジメントの方法に従うことが一般的である． 
 SPL の包括管理を実現するためには，従来のアーキテクチャ指向の開発プロセスではなく，マネジメント指

向の観点を追加した開発プロセスの再設計が必要となる．マネジメントを指向した場合，SPL を包括管理する

ためには，管理指標を計画，監視，コントロールすることが可能となる開発プロセスの構造を備えることが必

要となる．また，管理指標が存在するだけでは管理可能な開発は実現できない．管理指標の管理性が高い，す

なわち管理し易い開発プロセスの構造を備えていることも必要である． 
 本研究では，SPL の包括管理を実現するために，計画，監視，コントロールするための管理指標を提供でき，

かつ，同指標の管理性の高い開発プロセスの設計を課題とする． 
 

2.3 プロダクト可変性 
 SPLE において，SPL における共通性と可変性の分析は，製品開発を成功させるための重要な要因となって

いる．特に，アプリケーション開発においては，開発コストを決定づける主要因となっている[39]． 
 分析された可変性は SPL において，アプリケーション開発ごとに変更する可能性のある要素である可変点

（Variation Point）と，可変点の中の選択肢である変異体（Variant）として設計される[10][39]．これらの可

変性は開発プロセスの実行制約にもなり得る．例えば，自動車ソフトウェア開発では，可変点と変異体の組合

せは膨大であり，かつ依存性が高いことが知られている[51]．このような状況において，可変性の依存関係が

不明であると，可変点を独立して開発することが難しく，可変点に対する実装とテストを一括して実施する必

要が生じる．その結果，開発プロセスに対する制約が大きくなり，管理性の向上が損なわれるリスクが生じる． 
 本研究では，SPL の包括管理を実現するために，開発プロセスに対する制約を軽減し，開発プロセスの自由

度を向上する可変性の構造分析方法の確立を課題とする． 
 

2.4 アーキテクチャ 
 SPLE では，SPL における共通性と可変性を分析することで，可変性を可変点と変異体の組合せに分解して

参照アーキテクチャとして設計し，アプリケーション開発時に可変点を構造化することでアプリケーションア

ーキテクチャを決定する[39]． 
 参照アーキテクチャはドメイン開発においてコア資産上に定義され，アプリケーションアーキテクチャはア

プリケーション開発において個別のアプリケーションとして参照アーキテクチャ上に展開される．従来の

SPLE ではSPL の開発をドメイン開発の後にアプリケーション開発を順序づけている．しかし，俊敏な製品進

化と俊敏な製品展開が求められるコンテキストでは，開発順序の制約が大きいと，開発の効率性が低下する．

いくつかのアプリケーション開発とドメイン開発を同時に設計して実装する方法も考案されている[39]が，設

計制約の束縛が大きい． 
 本研究では，SPL の包括管理を実現するために，ドメイン開発とアプリケーション開発の依存性を低減し，

並行開発が可能となるSPL のアーキテクチャ設計方法の確立を課題とする． 
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3 関連研究 
 本研究の関連研究として，複数プロジェクトの包括管理についての研究がある．また，SPL を対象とした開

発プロセス，可変性分析モデル，アーキテクチャ設計の研究について述べる．最後に関連研究に基づく本研究

の位置づけを述べる． 
 

3.1 複数プロジェクトの包括管理 

3.1.1 BAPO モデル 

 SPLE の評価フレームワークとしてBAPOモデルが提案されている[20][31]．BAPO は，SPL の開発に対す

る次の４つの関心事の頭文字を並べた略語である． 
(1) Business：SPL から利益を得る戦略 
(2) Architecture：ソフトウェアを構築する技術的な手段 
(3) Process：ソフトウェア開発におけるロールや責務，関係 
(4) Organization：ロールや責務の組織構造への割り当て 

図 3.1 に BAPO のモデルを示す．各要素は相互に依存しているが，矢印で接続された関心事は，影響を強

く与える依存関係とその向きを示している．これらの関心事の状態を評価することで，SPL の開発の適正を測

ることができる． 
BAPO モデルでは，Business の関心事がその他の関心事に対して最も影響力が強い．Business としての評

価が最も高いとされるのは，SPL がビジネスゴールに向けて戦略的に資産を活用できている状態である．すな

わち，投資対効果を最大化するように，ビジネス上の市場投入時期や利益の期待値とコストモデルが予測可能

であり，製品ロードマップ上にフィードバックできる状態が実現できていることを指す． 
ビジネスゴールを定義し，組織の保有する資産がどのように運用されているかを監視し，計画にフィードバ

ックする仕組みが，SPL の包括管理に必要である． 
 

 

図 3.1 BAPO モデル 
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3.1.2 製品ポートフォリオマネジメント（PPM） 

 製品やプロジェクトを包括したポートフォリオは，個別のプロジェクトではなくビジネスの短期的かつ長期

的な継続を確保するためのコンセプトである[15]．Ebert は，「PPM（製品ポートフォリオマネジメント）はビ

ジネスで最大の価値を生むために顧客や市場に製品（あるいはソリューションやサービス）を投入するかの決

定を統治する規律と役割である」と述べている[13][15]．また，Bekkers は，PPM は 4 つのビジネス上の機能

のひとつとして識別されてきたものであり，それはソフトウェア製品管理である，としている[6][15]．残りの

3 つのビジネス上の機能としては製品計画，リリース計画，要求管理を挙げている． 
 Jagroep は，ポートフォリオ実装フレームワークを提案する中で，コアプロセスとして製品ライフサイクル

マネジメントと製品ポートフォリオマネジメント，プロジェクトポートフォリオマネジメントの 3 つのマネジ

メントプロセスを提示している[15]．これらのコアプロセスの上位には，戦略プロセスを配置している．PPM
は，戦略プロセスと製品ライフサイクルマネジメントで決定された製品戦略をドライバとして実行するプロセ

スである． 
 製品ポートフォリオマネジメントに先立って立案される製品戦略を，製品ポートフォリオ分析によって決定

する方法が提案されている[20][39]．製品ポートフォリオ分析では，図 3.2 に示すように製品の市場シェアと

市場の成長度合いの 2軸で市場領域を 4象限に分け，領域毎に製品を投入するための投資を分析する．市場シ

ェアが低く，市場が成熟して成長が鈍化しているPoor Dogs の領域を狙うのではなく，市場シェアが高く市場

が未成熟で成長が期待できる Stars の領域を守り，市場が成熟したところで Cash Cows の領域を確保すると

いった製品戦略の立案をサポートする． 
 製品ポートフォリオのための製品戦略を立案する具体的な方法は提案されているが，製品ポートフォリオマ

ネジメントを適切に実行するための具体的な方法は確立されていない． 
 

 

図 3.2 製品ポートフォリオ分析 
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3.1.3 アジャイルポートフォリオマネジメント 

 ポートフォリオマネジメントでは，資産と投資の運用を任意の視点で調整して適切に管理することが必要で

ある．Krebs は，プロジェクトと資源，資産の３つのポートフォリオを ASD のフレームワークを利用して管

理する方法を提案している[25]．3 つのポートフォリオの概要を以下に示す． 
(1) プロジェクト：プロジェクトの投資対効果を測定し，監視するポートフォリオ 
(2) 資源：人的資源の量と質（スキル）を測定し，監視するポートフォリオ 
(3) 資産：開発済みの製品などの資産の保守や廃棄を測定し，監視するポートフォリオ 

 これらのポートフォリオを管理するために，Scrum などのASD の開発フレームワーク[32][45]を利用する．

これらのフレームワークは，プロジェクトの開発量と組織の生産性を普遍量で見積もるのではなく，2～3 か月

の期間の実績から推定した組織の生産性を求め，計画を段階的に詳細化していくアプローチをとる． 
 Leffingwell はポートフォリオマネジメントチームを設置し，バリューストリームに対して資源を配置する方

法を提案している[29]．投資対効果の高い開発テーマに開発資源を割り当て，監視とコントロールを実行する．

ソフトウェアの開発チームが複数存在し，開発が大規模化している場合には，各チームの生産性を正規化する．

大規模な開発において開発プロジェクトを俯瞰しながら投資対効果を高める管理方法として有効である

[40][47]． 
これら ASD の開発フレームワークを利用した方法論は，柔軟なファイナンスモデルや測定の透明性などの

ASD の規律に基づいている． 
 

3.1.4 生産管理における工程能力の測定とコントロール 

 工場における生産管理では，工程能力を管理指標として定義している[19][24]．工程能力とは，工程が一定

期間，統計的管理状態であるときの能力をいう．工程が偶発的に能力を発揮している状態は工程能力として認

められない．測定対象がある一定のばらつきの範囲内において測定，コントロールされている状態が，生産現

場が管理可能である状態である．  
工程能力は任意の対象を定めて能力として測定する．例えば，測定対象を品質に定めた場合はQC（Quality 

Control）が可能となる[52]．一方，工程能力において量に着目した特性を工程許容量と呼ぶ．ソフトウェアの

開発を，量に着目して管理可能な状態とするためには，測定期間としての一定期間の単位を規定し，ばらつき

を測定できる量としての指標を規定する必要がある．測定したばらつきが，ある一定の範囲内に収まるようコ

ントロールされていることが，開発が管理可能な状態といえる前提条件となる．  
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3.2 開発プロセス 
3.2.1 SPLE 

SPLE は，低コスト，高品質でSPL における多様な製品を開発するアプローチである[10][39]．図 3.3に示

すように，SPLE ではドメイン開発とアプリケーション開発の 2つの開発領域に分けて要求の多様性に対応す

る． 
ドメイン開発では SPL における共通性と可変性を分析してコア資産を構築する．共通性とは，SPL 内の製

品間で同一の特徴点の集合である．可変性とは，SPL 内の製品間で差異が現れる特徴点の集合である．例えば，

あるSPL で警報機能を常に備えて製品ごとに機能差がないのであれば、そのSPL において警報機能には共通

性がある．自動車のエンジンがガソリンかディーゼルかモータかで何らかの振る舞いを変えるのであれば，そ

のSPL においてエンジンには可変性がある．コア資産は，製品を開発するためのソフトウェア，設計，テスト

仕様，プロセスなど，開発に利用可能なあらゆる資産を指す． 
アプリケーション開発では，コア資産から個別製品を開発する．アプリケーション開発の開発プロセスでは，

要求開発，設計，実装，テストを順次実行する[39]．各プロセスは，コア資産で定義した可変点に着目して，

プロセス，テスト仕様も含めて資産を再利用し，可変性を構成することで品質，期間，コストの最適化を図る

[16]．しかし，アプリケーション開発における多様性に着目した，効率的なプロセス資産の運用は確立されて

いない． 
SPLE におけるポートフォリオ管理の研究は少ない[43][44]．SPL として，どのような投資対効果のある製

品ラインナップを揃えることが望ましいかを示唆するアプローチは提案されているが[39]，個々のアプリケー

ション開発を包括的に管理する方法は確立されていない． 
 

 

図 3.3 SPLE の開発モデル[39] 
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3.2.2 アジャイル開発（ASD） 

 ASD は，製品開発を短期間かつ細粒度で反復してインクリメンタルに開発することで，市場要求や環境の変

化に俊敏に対応するアプローチである[5][8][29][32][45]．何を開発すればよいか，どのように開発すればよい

かが明らかでないプロジェクトに対して，短期間かつ細粒度な開発でフィードバックによる学習を繰り返すこ

とでゴールに近づく． 
XP，Scrum に代表されるASD では，ユーザストーリと呼ぶ小規模な開発単位を対象に要求定義，実装，テ

ストを反復して実行する．ユーザストーリは，ストーリ同士の開発規模を相対的に見積もったストーリポイン

トによって開発量の全体を把握する[5][32][45]．開発チームの生産性はタイムボックスと呼ばれる一定の反復

期間を利用して測定される．タイムボックスの中で開発完了したストーリのリストを測定し，複数のタイムボ

ックスでの平均消化ストーリポイントを算出することで生産性を算出する．イテレーション（タイムボックス

内の一連の開発）を反復することで平準化される開発の生産性に基づき，計画にフィードバックして開発を管

理する[8][29]． 
Leffingwell は大規模アジャイル開発のためのSAFe（Scaled Agile Framework）フレームワークを提案し

ている[29]．SAFe では大規模開発を複数のスクラムチーム[45]で協調して開発するためのフレームワークを提

供している．Leffingwell や Turek は複数チームのプロジェクトを包括して管理するための方法として，ポー

トフォリオで決定した粗粒度の複数のバックログから，ストーリを抽出してチーム単位のバックログを再定義

する方法を提案している[29][50]． 
しかし，多くのASD の方法論では，MPLE のように短期間で複数の開発が並行する場合は想定していない．

学習とフィードバックに基づいたアプローチであるため，短期開発では開発チームが開発方法を学習する前に

開発を終えてしまうためである． 
 

3.2.3 APLE（Agile Product Line Engineering） 

APLE は，SPLE とASD を統合したアプローチである[11][18]．これらのアプローチでは，SPLE における

SPL の多様性に対応する労力の低減と，ASD における俊敏な製品開発[8][18][29]の両方の利点を活用すること

を目指している． 
Hanssenは，製品進化の段階に応じてSPLE とASD の 2 つのアプローチを選択的に採用する方法を提案し

ている[17]．また，Noor は，SPL の特徴点であるフィーチャの決定に顧客を参画させる方法を提案している[37]．
Rumpe は，SPL において製品進化と並行しながらコア資産を運用する方法を提案している[42]．2 つのアプロ

ーチの統合方法は様々である． 
SPLE のアプリケーション開発において，MPLE の開発を管理するためにASD と組み合わせた方法は確立

されていない． 
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3.3 可変性分析モデル 
SPLE ではSPL における製品同士の共通性と可変性の分析を開発の基礎活動としている[39]．可変性には製

品外部から観察できる外部可変性と，設計の詳細化で生じて外部からは観察できない内部可変性に分類できる

[39]． 

3.3.1 フィーチャモデル 

フィーチャモデルは SPL における外部可変性をフィーチャの集合としてモデル化する[7]．フィーチャは製

品の外部から観察でき，製品を特徴づける因子である．フィーチャモデルは，SPL を根とした木構造でフィー

チャの関連性を表現する． 
FAMA（FeAture Model Analyzer）はグラフとして図示可能なフィーチャモデルである[7][20]．図 3.4 に

示すように，FAMA では製品を構成するフィーチャを，Mandatory（必須），Optional（選択的），Many-of
（いくつか），One-of（内のひとつ）のいずれかで，上位のフィーチャから下位のフィーチャに対する関係と

して表現する． 
木構造で表現したフィーチャモデルを利用して，フィーチャ分析する解析方法として FODA

（Feature-Oriented Domain Analysis）や FORM（Feature Oriented Reuse Method）が提案されている

[20][21][22][27][38]．外部可変性をモデル化することで，SPL において再利用性を検討しながら，フィーチャ

同士の関係に矛盾や相関がないかを明らかにして設計することが可能となる． 
外部可変性を対象とした分析方法は，製品計画や抽象度の高い設計プロセスでの利用が中心となる．また，

SPL を根とした木構造で表現することから，解析対象が大きくなると取り扱う木構造も大きくなるため，詳細

な解析には目的に応じた工夫が必要となる． 
 

 

図 3.4 FAMA モデルの例[20] 
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3.3.2 OVM（Orthogonal Variability Model） 

内部可変性を含む可変性モデルとして，OVM（Orthogonal Variability Model）が提案されている[8]．OVM
はフィーチャモデルと異なり，共通性を省いて可変性に特化してモデル化する[34][39]．図 3.5 に，OVM の表

記法とメタモデルを示す．OVM では可変性として，SPL に存在する可変点と変異体を識別し，可変点同士，

変異体同士，可変点と変異体，の依存関係をモデル化する．可変点（Variation Point）は可変する特徴点であ

り，変異体（Variant）は可変点における選択肢である．例えば，3.2.1 で挙げた可変性の例では，エンジンが

可変点であり，ガソリン，ディーゼル，モータが変異体となる． 
製品開発プロセスで生成される成果物資産と可変点や変異体との依存関係も表現することがOVMでは可能

である．フィーチャモデルやUML モデルなど，その他のモデルと直交させることができるため，分析対象に

応じてOVM モデルは様々な形に拡張して利用されている[2][14][34]． 
 

 

   

図 3.5 OVM 表記法とメタモデル[34][39]  
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3.4 プロダクトライン開発アーキテクチャ 

3.4.1 アーキテクチャビュー 

 アーキテクチャビューはソフトウェアのアーキテクチャ設計で利用する技術である．アーキテクチャビュー

では，ステークホルダの関心事に対応する複数のビューによってアーキテクチャを表現する[41]． 
 Kruchten はアーキテクチャビューとして図 3.6 に示す 4+1 ビューを提案した[26]．4 つの標準ビューは，

論理，プロセス，物理，開発ビューである．論理ビューはシステムの機能的側面を表現する．プロセスビュー

はシステムの同期性などの振る舞い的側面を表現する．物理ビューはシステムを構成する要素のハードウェア

への配置など物理的側面を表現する．開発ビューは開発環境におけるソフトウェアの構造的側面を表現する．

1 つの拡張ビューは，システムのユースケースシナリオを分析するビューである．4+1 ビューを発展させて，

様々なビューモデルが定義されている[33][41]． 
 Rozanski はアーキテクチャビューとして 7つのビューを提案している[41]．コンテキスト，機能，情報，並

行性，開発，配置，運用ビューである．Rozanski はさらに，ビュー全体を横断する品質特性やシステム特有

の性質を 10 のパースペクティブとして提案している．SPLE における可変性の設計は，進化パースペクティ

ブとして，ビューを横断して設計するべき関心事であるといえる[4][34][39][41]． 
 

 

図 3.6 4+1 ビューモデル 
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3.4.2 Architectural Runway 
 アーキテクチャ設計はプロジェクト，あるいは製品ライフサイクルを通して，システムの開発に密接に関係

する[41]．小規模で低リスクのプロジェクト，大規模なプロジェクト，計画駆動のプロジェクト，アジャイル

プロジェクトなど，プロジェクトの性質によってアーキテクチャ設計プロセスを適切に設計する必要がある． 
 Leffingwell は，大規模アジャイル開発のためのSAFe フレームワークの中で，AR（Architectural Runway）
を提案している[28][29][30]．AR は，短期間かつ細粒度で反復してインクリメンタルに開発する ASD におい

て，リファクタリングの頻度を抑え，現在および今後予期される要求を組み込めるための既存の，または計画

されたインフラであると定義している．図 3.7 に，AR の開発と利用を時系列に表現した概念図を示す．顧客

の要求を満たすことに集中したフィーチャチームとは別に，システムのアーキテクチャを改善，あるいは拡張

するためのAR 開発チームを組織する．そして，フィーチャチームの開発を阻害しないように，インクリメン

タル開発の中で継続的にアーキテクチャの改造を推進する． 
 アーキテクチャの進化をASD のフレームワークに則って実行する場合，AR に基づいた組織とプロセスの連

携が応用可能である． 
 

 

図 3.7 Architectual Runway の開発と利用 
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3.5 関連研究における本研究の位置づけ 

3.5.1 複数プロジェクトの包括管理 

 本研究の位置づけはSPLEにおけるPPM（3.1.2）とアジャイルポートフォリオマネジメントの方法論（3.1.3）
の融合である．PPM では管理フレームワークは定義されているが，管理性を向上させるための具体的な方法

論が提示されておらず，製品ポートフォリオに基づいた戦略実行結果の達成是非の確認に留まる．アジャイル

ポートフォリオマネジメントの方法論では管理性を向上させる具体的な方法論を提示しているが，インクリメ

ンタル開発を前提とした開発方法論であり，アーキテクチャ中心のSPLE への適用方法は確立されていない． 
 PPM のフレームワークにアジャイルポートフォリオマネジメントの方法論を SPLE 上で融合する方法を提

示することで，複数SPL の包括管理を管理性の向上と共に実現することが期待できる． 
 

3.5.2 開発プロセス 

 本研究の位置づけは，SPLE（3.2.1）と ASD（3.2.2）を統合した APLE（3.2.3）としての，SPLE におけ

るアプリケーション開発への ASD の導入である．SPLE はアーキテクチャ中心の開発方法であるが，開発管

理が容易となるプロセス構造を形成していない．ASD は変化への俊敏な対応を目指して反復開発することで管

理性を向上するが，短期開発では効果が限定的である．APLE は 2 つの方法論を様々な形で統合しているが，

ポートフォリオマネジメントの管理性向上を目指したプロセス構造に着目した統合方法は確立されていない． 
 SPLE のアプリケーション開発で数多くの製品を束ねて包括的に開発管理の対象とすることで，個々の開発

は短期間であっても複数開発を包括した長期な開発と見做すことが可能となる．開発プロジェクトが切り替わ

っても学習によるフィードバックを継続させるプロセス構造を構築することで，管理性を向上する開発フレー

ムワークを確立することが期待できる． 
 

3.5.3 可変性分析モデル 

 本研究の位置づけは OVM（3.3.2）を応用した可変点の開発順序制約の分析方法の提案である．フィーチャ

モデル（3.3.1）では可変性と共通性の 2つの性質を分析対象としているため，可変性のみを対象とした分析に

は冗長なコストが掛かる．OVM では可変性に特化することで効率的な分析が可能となるが，規定の依存関係

では開発順序制約を適切に分析するための表現方法に不足がみられる． 
 OVM を応用して OVM 拡張モデルで開発順序制約の分析に必要表現方法を補完することで，可変点同士の

開発依存構造を明らかにして独立した可変点開発の集合に分類することが可能となる．独立した開発の集合の

分類は，反復的なタイムボックスによる ASD の開発を支援し，開発環境やテスト工数の負荷分散を果たして

管理性の向上に寄与することが期待できる． 
 

3.5.4 プロダクトライン開発アーキテクチャ 

 本研究の位置づけは，アーキテクチャビュー（3.4.1）の論理ビューと開発ビューを利用した可変性のモジュ

ール化方法の提案と，AR（3.4.2）を利用した可変性のリファクタリング方法の実現である．アーキテクチャ

ビューではアーキテクチャ設計の観点を示しているが，具体的な設計方法はコンテキストに依存するため明確

には示されない．ドメイン開発とアプリケーション開発を同時並行で実行するコンテキストを対象とした開発

方法も確立されていない． 
開発ビューに着目して可変性をモジュール化してドメイン開発とアプリケーション開発の並行性を確立す

ることで，ASD の開発フレームワークにおけるAR を実現することが可能となる．開発並行性の確保は開発リ

ソースの配置の自由度を高め，管理性の向上に寄与することが期待できる．  
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4 アプローチ 
4.1 アプローチの全体像 

4.1.1 アプローチの概要 

 多数の顧客の多様な要求をSPLとして包括管理の下に開発するための本研究のアプローチを図 4.1に示す．

本アプローチは，ポートフォリオドリブンアジャイルマネジメント，2 層イテレーションプロセス構造，開発

順序制約の解析，可変性のモジュール化の 4 つのアプローチから構成される． 
 

(1) ポートフォリオドリブンアジャイルマネジメント：ASD の透明性により管理可能な開発を実現する． 
(2) 2 層イテレーションプロセス構造：ASD を適用可能なプロセス構造にし，管理性を向上する． 
(3) 開発順序制約の解析：可変性による制約を軽減し，開発プロセスの負荷を平準化し自由度を向上する． 
(4) 可変性のモジュール化：開発の依存性を軽減して並行開発を支援し，開発資源の割当て制約を軽減する． 

  
各アプローチは SPL におけるビジネス領域とテクノロジー領域の各問題領域に対応する．ビジネス領域は

SPL の製品戦略とポートフォリオマネジメントの領域である．テクノロジー領域はSPLE のプロジェクトを実

行する領域である．ビジネス領域の区分けはPPM（製品ポートフォリオマネジメント）の概念に基づく[13][15]．
製品個別のプロジェクト管理ではなく，製品を包括してビジネスの長期的な継続を確保するために概念がPPM
である．PPM は製品ポートフォリオの分析と製品ライフサイクルの分析で立案された戦略に従い実行され，

下位に個別のプロジェクトポートフォリオマネジメントを位置づけている[13][15][20][39]． 
 本研究でのアプローチでは SPL の包括管理可能な開発を実現するため，SPL のポートフォリオマネジメン

トの管理容易性を向上させるように，各問題領域にアプローチする．各アプローチについて次節から説明を述

べる．なお，ポートフォリオマネジメントの起点となる製品戦略の立案方法については諸研究[15][20][39]を参

照し，本研究では対象としない． 
 

 

図 4.1 研究のアプローチの全体像 
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4.1.2 アプローチの着想 

 アプローチの着想として，ソフトウェア開発とハードウェア開発におけるプロダクトラインの開発管理の時

間的なコスト比率が高い対象プロセスの相違点を示す．時間的なコスト比率の高い管理対象プロセスが異なる

ことでソフトウェア開発では開発の包括管理へのアプローチが必要となることを提示する．包括管理へのアプ

ローチとしてポートフォリオマネジメントにアプローチすることで，テクノロジー領域内の各領域へのアプロ

ーチが必要となることを論じる． 
 SPLE はハードウェア開発のプロダクトライン開発から着想したソフトウェア工場の考え方を発展させたア

プローチである．ソフトウェア工場の考え方では計画的に個別に開発したソフトウェア部品を組み合わせて製

品系列上の製品を数多く生み出すことで品質とコストを改善する．ハードウェア開発では部品の組合せは製造

プロセスで同一製品の製造個体ごとに実行される．ソフトウェア開発では製造個体ごとには実行されない点が

相違点となる． 
 SPLE では製造個体ではなく製品ごとに部品を組み合わせることで，開発コストと管理の時間的なコスト比

率が製造プロセスではなく要求分析と設計プロセスに移る．ハードウェア開発では製造個体の組み立てに時間

的なコストを必要とし，開発の全体プロセスに対して製造プロセスが占める時間的なコストの割合が大きい．

製造プロセスが開発管理の時間的なコストの比率が高くなるため生産管理（3.1.4）で管理性を確保する．一方，

ソフトウェア開発では製造個体の組み立ては必要なく，製品としての要求分析と設計プロセスの時間的なコス

トが占める割合が大きい．ソフトウェア開発の管理性を高めるためには要求分析と設計プロセスの管理性を高

める必要がある． 
 ハードウェア開発に対してソフトウェア開発の管理の時間的なコスト比率が高いプロセスが製造プロセスで

はないという相違点が，開発の管理領域に対するアプローチを必要とする．ハードウェアの製造プロセスでは

製品系列の製品個体の組み立てラインを共有するため，製造ラインを管理対象とすることで製品系列の包括管

理が実現できる．一方，SPLE の要求分析と設計プロセスは製品系列を対象にドメイン開発において包括的に

扱われるものの，部品の組合せや追加変更も多くアプリケーション開発での個別実行が必要であり，製品ライ

フサイクル上に占める時間的なコストの割合が大きい．本研究では管理領域に対するアプローチとしてポート

フォリオドリブンアジャイルポートフォリオマネジメントを提案する． 
 管理領域に対するアプローチはエンジニアリングにおけるアーキテクチャ，開発プロセス，プロダクト可変

性へのアプローチを必要とする．管理領域としてのポートフォリオマネジメントへのアプローチは，ビジネス

領域へのアプローチである．BAPO モデル（3.1.1）を参照するとビジネス領域への作用はアーキテクチャと開

発プロセスへの作用を生じる．SPLE のアーキテクチャはプロダクト可変性への対応が中心である．これらの

領域をビジネス領域に対するテクノロジー領域としてまとめる．図 4.2に本研究におけるアプローチの観点を

示す． 
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4.2 ポートフォリオドリブンアジャイルマネジメント 
 多数の顧客の多様な要求を SPL として包括管理の下に開発するため，SPL に対するポートフォリオドリブ

ンアジャイルマネジメントのアプローチを提案する．図 4.3 に，本研究で対象とするSPLE におけるポートフ

ォリオドリブンマネジメント構造の概念図を示す． 
 ポートフォリオドリブンマネジメント構造は，ビジネス領域とテクノロジー領域に分割される． 
 
(1) ビジネス領域 
ビジネス領域はSPL製品戦略とSPLポートフォリオマネジメントの領域に分割される．SPL製品戦略では，

SPL としてどのようなポジションの市場に向けて開発するかや，開発した資産をどのように運用するかの戦略

を立案する[20][39]．SPL ポートフォリオマネジメントでは，製品戦略に基づいてプロジェクト，資源，資産

が正しく運用されているかを監視し，コントロールする[25]． 
 

(2) テクノロジー領域 
 テクノロジー領域はアーキテクチャと開発プロセスの領域に分割される．アーキテクチャはビジネス領域の

ポートフォリオ戦略をドライバとして開発され，開発プロセスはアーキテクチャに適応する[20][31]．開発プ

ロセスはSPL の各プロジェクトに展開実行され，ポートフォリオマネジメントの監視とコントロール対象とな

る．アーキテクチャに基づいてプロダクト可変性が定まり，開発プロセスにおける分析と管理の対象となる． 
 
 SPL のポートフォリオマネジメントを実現するためには，テクノロジー領域が監視とコントロールの面で管

理性が高い状態であることが望ましい．本研究では，ポートフォリオドリブンとして，テクノロジー領域の各

サブ領域において，管理性を向上させるためにアジャイルマネジメント方法に基づいたアプローチを提案する．

これらのアプローチを統合して，SPL の包括管理可能な開発を実現する． 
  

 

図 4.3 ポートフォリオドリブンマネジメント構造の概念図 
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4.3 ２層イテレーションプロセス構造 

4.3.1 短期アプリケーション開発へのアジャイルマネジメント方法適用の課題 

 アジャイルマネジメント方法は，反復的な開発プロセスによる学習とフィードバックに基づいて，開発の管

理性を向上する[8]．Scrum やKanban[1]などのよく知られたASD ではタイムボックスを開発の反復単位とす

る．開発全体を通してタイムボックスごとに生産性を測定してコントロールし，計画にフィードバックする

[8][29]． 
 これらのアジャイルマネジメント方法は短期プロジェクトでは効果的に働かない．短期プロジェクトでは，

開発チームがプロジェクトにおける開発プロセスを学習し，生産性を改善する前にプロジェクトが完了してし

まうためである．SPLE における短期なアプリケーション開発にアジャイルマネジメント方法を導入するため

には，学習とフィードバックが働く構造の構築が課題となる． 
 

4.3.2 アジャイルアプリケーション開発のための 2 層イテレーションプロセス構造 

 SPLE におけるアプリケーション開発のプロセスは製品開発ごとに反復される．SPL の可変点はドメイン開

発の可変性分析に基づいて前もって設計される．アプリケーション開発では，未実装の変異体の補完や可変点

ごとの変異体の選択によって，コア資産から個別の製品を開発する．製品を開発する度に，同一の可変点に対

する変異体を選択実装するプロセスは反復される．そのため，製品ごとの可変点実装プロセスは反復性を示す． 
 図 4.4 にSPLE のアプリケーション開発においてアジャイル開発方法を適用する概念図を示す． 
 図 4.4 の上図は，従来のアジャイル開発プロジェクトにおける反復的なプロセス構造を示す． 
 本研究のアプローチである 2 層イテレーションプロセス構造の概念を図 4.4 の下図に示す．SPLE のアプリ

ケーション開発は，Project A，B，C，Dといった単一の反復的な開発プロセスの並びとみなすことができる．

さらに，製品開発の各開発プロセスは，複数プロジェクトを跨いで反復的に実行され得る．そのため，本研究

の ASD の反復的なプロセス構造は 2 層で実現する．単一プロジェクト内のマイナー反復ループと，複数プロ

ジェクトを跨いだメジャー反復ループである．本研究では，SPLE のアプリケーション開発に 2 層のプロセス

構造による ASD とマネジメント方法を導入することで，複数の製品開発を包括して管理性を向上する効果を

期待する． 
 

 

図 4.4 SPLE のアプリケーション開発にASD を適用する概念図 
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4.4 可変性の構造分析による開発順序制約の解析 
 アプリケーションを ASD の開発フレームワークでインクリメンタルに開発するためには，開発要素（スト

ーリ）が INVEST の性質を満たすことが望ましい[8]．INVEST とは，Independent（独立している），Negotiable
（対話を引き出す），Valuable（ユーザ価値を提供する），Estimable（見積り可能である），Small（小さい），

Testable（テスト可能である）の各単語の頭文字を並べた指針としての略語である．これらの内，Negotiable，
Valuable，Estimable は新たな機能や可変点の開発では重要であるが，SPLE のアプリケーション開発の設計

済みの可変点の変異体実装では，元々条件が満たされている． 
INVEST の Independent，Small，Testable を満たすべく可変点の開発を分割することを考える．

Independentについては，可変点の部分集合が，その他の可変点の集合に対して依存関係を持たなければよい． 
Small は定性的な尺度であるが，開発チームが定めた反復単位であるタイムボックス[8] [29]の期間に収まるか

否かである．依存関係を外に持たない部分集合が Small を満たさない場合はさらに分割する必要がある．

Testable は依存関係のある可変点のテスト可能性を表す．依存先の可変点が実装されていないと，依存する可

変点はTestable でない．Testable であるためには，依存される可変点は，その他の可変点に先立って開発され

る必要がある． 
インクリメンタルに開発するためのSmall な可変点の開発に分割できるように，可変性の構造を分析するこ

とで，Independent で Testable を満たす可変点の開発順序の制約を分析するアプローチを提案する．図 4.5
に，本研究のアプローチにおける，可変性の構造分析とアプリケーション開発モデルの関係を示す． 

 

 

図 4.5 可変性構造分析とアプリケーション開発の関係 
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4.5 アーキテクチャにおける開発ビューポイント上の可変性のモジュール化 
SPLE のドメイン開発とアプリケーション開発の同時並行開発を実現するために，アーキテクチャにおける

開発ビュー上の可変性のモジュール化設計の導入を提案する．図 4.6 に，可変性のモジュール化の概念図を示

す． 
可変性のモジュール化は，アーキテクチャにおける論理ビューと開発ビューの２つのビューを利用して既存

のSPLE のアーキテクチャをリファクタリングすることで実行する．各ビューは，Kruchten の 4+1 ビュー[26]
に含まれる． 

 
(1) 論理ビュー 
 システムの機能的構造を論理的に表現したビュー．コンポーネント図やクラス図などのモデルを利用して

設計できる． 
 
(2) 開発ビュー 
 モジュールやサブシステムなどのソフトウェア構造を表現したビュー．構成管理上のソースコードファイ

ルの配置など，ソフトウェア開発に関連する関心事を取り扱う． 
 

 本研究における開発ビュー上での可変性のモジュール化とは，可変性を表す可変点や変異体を実装上のファ

イル構造としてモジュール化し，共通性を表すロジックから分離して開発上独立させることと定義する．図 4.6
では，初期のアーキテクチャではバンパ判別モジュールが開発ビュー上では単一モジュールとして設計されて

いる．論理ビューでみたとき，バンパ判別モジュールは，可変点であり，変異体にA からCの判別方法を備え

た可変性を有することがわかる．そのため，開発ビューをリファクタリングし，判別方法AからC のロジック

部，あるいはクラスをレイヤ構成，ならびにファイル構成としてモジュール化して分離している． 
 可変性がモジュール化され，開発ビュー上で独立していることで，ドメイン開発とアプリケーション開発が

独立並行して開発可能となることが期待できる．図 4.6 では，更新後の開発ビューにおいて，ドメイン開発で

バンパ判別部と判別方法Aを開発しているとする．アプリケーション開発で判別方法B，C を開発実装する場

合，任意のタイミングでドメイン開発と衝突せずに開発することが可能となる． 
 

 

図 4.6 開発ビューポイント上の可変性のモジュール化の概念図 
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5 SPLE のためのアジャイル開発方法 
 2 層イテレーションプロセス構造で，ポートフォリオドリブンアジャイルマネジメントを実現する開発方法

を提案する．2 層のイテレーションプロセスを機能させるための基礎であるプロセス資産の概念を示し，開発

方法のモデルを提示する． 
 

5.1 プロセス資産モデル 

5.1.1 プロセス資産の概念 

 本研究では図 5.1 に示すようにアプリケーション開発のためのプロセス資産の概念を適用する．4.3.2 で述

べたように，ある可変点（VPx）を実装するためのプロセスは，複数のアプリケーション（Application 1, … , 
Application N+1）の開発を跨いで反復的に再利用される．再利用可能なプロセスの集合がプロセス資産であ

る． 
 あるアプリケーション開発から別のアプリケーション開発に一定以上の期間が空いた場合，学習とフィード

バックによる安定化の効果が低下してしまう．アプリケーション開発が反復されたときに，生産性を安定させ

たい．学習効果の継続を狙い，本研究ではプロセスを資産として定義し再利用することを提案する． 
本研究では，プロダクトラインの可変性を分類し，類似の可変性に対してはプロセスが反復可能であること

に着目した．この結果，プロセス資産として蓄積するために，以下 3 つのプロセスパターンを特定した． 
(1) プロセスパターン 1：アプリケーションを導出する際に，反復して同一の可変点（VP1）の変異体

を決定するプロセス（P1）． 
(2) プロセスパターン 2：対象とする可変点（VP2，VP３）は異なるが，分析対象や試験方法が異なる

だけで，類似の作業内容や作業規模であるプロセス群（P2，P2-1，P2-2）． 
(3) プロセスパターン 3：コア資産が開発ライフサイクルの中で成長することで新たな可変点（VPx）

が生じる．これに対応して，アプリケーション開発の反復の中で，新たに実行されるプロセス（Px）． 
これらのプロセスは反復性を備えるため，プロセス資産として蓄積することで再利用可能となる． 
 

 

図 5.1 反復性のあるプロセス資産 
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5.1.2 プロセス資産のモデル 

プロセス資産のモデルを図 5.2 に示す．プロセス資産は，1 つ以上のプロセスユニット，或いはプロセスユ

ニットグループで構成される．プロセスユニットとプロセスユニットグループを定義する． 
 
5.1.2.1 プロセスユニット 
プロセスユニットは製品開発で反復実行されるプロセスである．プロセスユニットは，ユニット名，プロセ

ス定義，プロセス成果物，見積り規模から構成される．以下に，各構成要素を示す． 
 

(1) ユニット名 
プロセスユニットを特定するための名称である．他のプロセスユニット，プロセスユニットグループと重

複しない． 
 

(2) プロセス定義 
プロセスユニットを実行するための作業手順である．プロセス成果物で作業手順が示される場合は概要の

記述でもよい．作業者がプロセスを反復して実行できる記述内容とする． 
 

(3) プロセス成果物 
プロセスを実行したときの成果物の実体，あるいは成果物へのリンクを記録する．反復実行する度に追加

して記録する．プロセス定義と組み合わせ，反復実行するときに参照する． 
 

(4) 見積り規模 
プロセスユニットの開発規模である．ASD のストーリポイント[5][32][45]と同様にポイントで表現する．

計画時に過去の見積り結果として参照する．プロセスユニットを登録するときには実績がないため，計画

時に他のプロセスユニットと比較して相対的に規模を見積る． 
 
5.1.2.2 プロセスユニットグループ 
プロセスユニットグループは，作業内容や作業規模が類似したプロセスユニットへの関連付けである．プロ

セスユニットグループは，分類名と 1つ以上のプロセスユニットから構成される．分類名は，関連付けられた

プロセスユニットの集合に抽象化した名前を割り当て，再利用を容易にするための名称である． 
 

 

図 5.2 プロセス資産モデル 
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5.1.3 プロセス資産の例 

表 5.1 にプロセスユニットの例を示す．5.1.2 で提案したプロセス資産の各要素が表中に示されている．“反

復性”列は，各プロセスユニットがアプリケーション開発の中で反復されるか否かを示す．これらのプロセス

ユニットはプロセス資産として登録される． 
プロセス資産において，5.1.1 のすべてのパターンのプロセスユニットが登録される．#3 と#7 のプロセスユ

ニットはプロセスパターン 1 である．#11 のプロセスユニットはプロセスパターン 2 である．このプロセスユ

ニットのプロセス定義の詳細はプロセスを実行する直前に記述される．#4 から#6 と#8 から#10 のプロセスユ

ニットは，プロセスパターン 3 に分類される．これらのプロセスはグループを形成し，分類名が与えられる． 
プロセスユニットの中の開発プロセスを分割する方針は開発モデルに依存する．我々の実践では，要求開発

（#1），設計（#3，#4，#5，#6，#11），実現（#7），テスト（#2，#8，#9，#10）などのプロセス単位に分割

している．従来の ASD では，ストーリは要求開発からテストまでのプロセスセットを通しで開発する．ASD
は開発フレームワークとして適用し，開発プロセスはSPLE に従っている．このストーリの分割方針は，プロ

セスユニットの再利用を簡単にするための工夫である． 
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表 5.1 プロセス資産の例 

# 分類名 ユニット名 プロセス定義 
見積り 
規模 

反復性 

1 (None) 
Node-to-node 
communication 
analysis 

Analyze variation points in the communication specifications: 
1. Compare with communication specification S1 of the similar product. 
2. Confirm specification S2 of communication node with difference. 
3. Confirm the specification S3 of communication data. … 

8 Yes 

2 (None) Load test on 
a special environment 

Load testing on a special environment: 
 1. Load an execution object into the simulator Sim1. 
 2. Set high load condition C1 on Sim1. 
 3. Try 10 times to calculate average and maximum CPU usage. … 

5 No 

3 (None) Identification of 
variants 

Identify the variant from a variation point list: 
 1. Compare product specification S4 with variation point list VL1. 
 2. Determine variants at variation points. 
   2-1. At variation point VP1, variants are selected from V1, V2, V3 with 
reference to specification S5. … 

8 Yes 

4 
Add type to 
variants in 

communication 
data (Design) 

Add engine type 
(Design) 

Add the engine type to a set of variants in the communication data X: 
 1. The function F1 in the module M1 of the component C2 is to be changed. 1 Yes 

5 Add T/M type 
(Design) 

Add the transmission type to a set of variants in the communication data Y: 
1. The function F1 in the module M1 of the component C2 is to be changed. 1 Yes 

6 Add drive system type 
(Design) 

Add the drive system type to a set of variants in the communication data Z: 
1. The function F1 in the module M1 of the component C2 is to be changed. 1 Yes 

7 (None) Implementation 
Implementation: 
 1. Implement according to design specifications. 
 2. Eliminate warning of static analysis tool TL1. 
 3. Self-check using self-check sheet CS1. … 

5 Yes 

8 
Add type to 
variants in 

communication 
data (Test) 

Add engine type 
(Test) 

Testing of #4: 
1. Inspect that the engine type is determined at timing T1. … 1 Yes 

9 Add T/M type 
(Test) 

Testing of #5: 
1. Inspect that the T/M type is determined at timing T2. … 1 Yes 

10 Add drive system type 
(Test) 

Testing of #6: 
1. Add that the drive system type is determined at timing T3. … 1 Yes 

11 (None) Add steering type 
(Design) Add the steering type as a variant point referring to the communication data W 3 No 
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5.2 SPLE のためのアジャイル開発モデル 

5.2.1 開発モデル 

図 5.3 に提案する反復型プロダクトライン開発モデルを示す．本開発モデルは，SPLE におけるアプリケー

ション開発を対象とする．アプリケーション開発は，プロダクト開発とプロダクトラインポートフォリオ管理

から構成される． 
プロダクト開発では個々のアプリケーションを開発する．プロセス資産定義，プロダクト計画，プロダクト

構築の 3 つのアクティビティから構成される．ここで開発されるプロダクト 1…N は，SPLE におけるアプリ

ケーション 1…N と同義である．開発領域としてのアプリケーション開発と，個々の製品開発であるアプリケ

ーション開発を区別するため，後者をプロダクト開発と呼ぶ． 
プロダクトラインポートフォリオ管理は，プロダクト開発を統括する．ポートフォリオ計画，ポートフォリ

オコントロールの 2つのアクティビティから構成される． 
アジャイル開発の方法はプロダクト構築のタイムボックス開発を中心にモデルに統合される．ドメイン開発

ではアーキテクチャ中心の開発方法に則る．タイムボックスにより測定可能となる生産性を起点として，その

他のアクティビティが連携することでアジャイルマネジメントに基づくポートフォリオ管理を実現するモデル

である． 
本開発モデルの各アクティビティを以下に示す． 

 

 

図 5.3 反復型プロダクトライン開発モデル 
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5.2.2 プロダクト開発 

5.2.2.1 プロセス資産定義 
プロセス資産定義アクティビティは，プロダクト開発の計画と同時に実行する．プロダクト開発の計画にお

いて，開発プロセスを設計するために，蓄積したプロセス資産を参照しながら，プロセス資産を登録更新する．

本アクティビティは，以下（1）～（3）のタスクを実行する．  
 

(1) プロセスユニットの新規登録 
プロセスユニット，あるいはプロセスユニットグループを新規登録する．プロセスユニットは可変点を

分析することで作成する．プロダクト開発で管理しやすい粒度であることが望ましく，表 5.1 に示したよ

うに，要求開発（#1），設計（#3，#4，#5，#6），実装（#7），テストなどのプロセス単位に分割する． 
 

(2) プロセスユニットグループの関連付け 
可変点に変異体を追加するプロセスユニットを定義するとき，同様の作業手順や作業規模となるプロセ

スユニットが存在する場合は，プロセスユニットグループを定義して関連付ける（#4，#5，#6，#8，#9，
#10）． 

 
(3) 反復未定プロセスユニットの登録 

特定のプロダクト開発のための調査など，プロダクト開発ごとに反復される予定のないプロセスも設計

される．これらのプロセスは，今後反復される可能性は低くても，その他のプロセスユニットの規模見積

りや，将来反復された場合の参考作業実績として参照できるよう，プロセスユニットとして登録しておく

（#2）． 
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5.2.2.2 プロダクト計画 
プロダクト計画アクティビティでは，プロダクトバックログの作成とプロセスユニットの規模見積り，開発

スケジュールの策定を実行する．図 5.4 にプロダクト計画のモデルを示す． 
 

(1) プロダクトバックログの作成 
プロダクトバックログの作成では，プロダクト構築で実行するプロダクトバックログを作成する．プロダク

トバックログはASD のプロダクトバックログ[29][32][45]と同様な開発アイテムのリストである．本開発モデ

ルでは，ストーリではなくプロセスユニットを用いてプロダクトバックログを作成する．6 章の可変性の分析

により，可変点ごとに開発を独立して開発できる場合は，従来の ASD と同様にストーリを利用してプロダク

トバックログは作成するよう変更できる． 
 

(2) プロセスユニットの規模見積り 
プロセスユニットの規模見積りでは，プロセスユニットを反復実行するときに記録された見積り規模を採用

する．初回登録時には，見積り規模が記録されていないため，他の記録済みのプロセスユニットと相対的に規

模を見積もる．プロダクト開発自体が初めての場合は，ASD と同様にプランニングポーカー[9][45]などで規模

を見積もる． 
 

(3) 開発スケジュールの策定 
プロダクトラインポートフォリオ計画では，当該プロダクトのプロダクトバックログの総ポイント数を基に，

どのタイムボックスで何ポイントを当該プロダクト開発に割り当てるかを定める．プロダクト計画ではポート

フォリオ上のタイムボックスごとの割当てに従って，スケジュールを策定する． 
 

 

図 5.4 プロダクト計画のモデル 
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5.2.2.3 プロダクト構築 
プロダクト構築アクティビティでは，スプリントバックログの作成とタイムボックスコントロールを実行す

る．図 5.5 にプロダクト構築のモデルを示す． 
 

(1) スプリントバックログの作成 
個々のタイムボックスは ASD と同様にスプリントと呼ぶ[29][32][45]．プロダクト構築ではスプリントで取

り組む開発アイテムをスプリントバックログとして作成する． 
スプリントバックログは，異なる複数のプロダクトバックログを集約して作成する．ポートフォリオ計画に

おいて，今回スプリントでどのプロダクトバックログからどれだけのポイントを割り当てるかが定められてい

る．定められたプロダクトバックログから，定められたポイントを満たすだけ，プロセスユニットを引き出し

て集約する．プロダクトの優先度もポートフォリオ計画に従う． 
 
(2) タイムボックスコントロール 
タイムボックスコントロールでは，スプリントバックログに登録されたプロセスユニットを順に実行する．

タイムボックスのコントロールは，Scrum の方法を適用する[9][45]．タイムボックスコントロールの目的は，

プロセスユニットの見積り規模に対する作業実績のばらつきの吸収である．スプリントバックログを生成する

ときに，開発チームの稼働時間上限まで使わずバッファを設ける．バッファを設けることで，各スプリントで

一定した量のプロセスユニットを完了するようコントロールする（図 5.6）． 
 タイムボックスで定められた期間（1～3 週間）の開発を完了すると，タイムボックスで完了したプロセス

ユニットの見積り規模の総和が定まる．見積り規模の総和はポートフォリオコントロールの入力とする． 
 

 

図 5.5 プロダクト構築のモデル 
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図 5.6 バッファによるばらつきの吸収 
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5.2.3 プロダクトラインポートフォリオ管理 

プロダクトポートフォリオ管理は，すべてのプロダクト開発を統括して予算や資源を管理する．ソフトウェ

ア開発の費用のほとんどは，人的資源に費やされることから，人的資源の管理を中心に述べる．以下に，ポー

トフォリオ計画，ポートフォリオコントロールの各アクティビティについて示す． 
 

5.2.3.1 ポートフォリオ計画 
ポートフォリオ計画アクティビティでは，いつ，何を，どれだけ開発するかを計画する．各プロダクト開発

の規模見積りとマイルストーン，ポートフォリオコントロールから入力される生産性を入力情報とする．これ

らの入力を基に，この先のどのスプリントで，どのプロダクトのプロセスユニットを，何ポイント分実行する

かを定める． 
ポートフォリオ計画において，生産性を超えるスプリントを検出した場合，人的資源の追加投入，プロダク

ト計画の開発量低減やマイルストーンの交渉を検討する． 
ポートフォリオ計画では，プロダクトの開発が要請された時点で，プロダクト開発を仮見積りする．プロダ

クト計画で詳細に見積もる前に，過去のプロダクト開発のポイント総和を利用して，中長期の計画を立ててお

く． 
 
5.2.3.2 ポートフォリオコントロール 
ポートフォリオコントロールアクティビティでは，プロダクト開発におけるタイムボックスコントロールで

得られた消化ポイントから生産性を算出し，プロダクト開発を統括した進捗を監視し，改善活動を立案・実行

する． 
消化ポイントと生産性を併せて，ポートフォリオ計画に沿っているかの進捗を監視し，今後のポートフォリ

オ計画を見直す．生産性の推移としての変化が大きい場合，タイムボックスで実行できるプロセスユニットの

量が変化しているため，計画の見直しが必要となる． 
ポートフォリオコントロールでは，生産性が高く安定することを目指して，開発チームのプロセスを改善す

るための施策を検討する．目的は，生産性を高めることと，生産性を安定させて開発計画の見通しの正確性を

高めることである． 
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6 可変性のモデル化と構造分析 
SPLE において ASD を適用するためには，可変点の集合を独立した部分集合に分割する必要がある．その

ため，本研究では，OVM モデルを拡張して，可変性の構造を分析し，可変性における可変点と変異体の組合

せで生じる開発順序制約を分析する方法を提案する． 
 

6.1 可変性構造分析のための OVM 拡張モデル 
可変点の依存関係を整理し，依存関係と開発における分割方法を対応付ける．その結果として，新たな依存

関係を導入し，新たな依存関係を表現可能とするOVM の拡張モデルと表記法を示す． 
 

6.1.1 可変点の依存関係と分割方法 

可変点の依存関係と分割方法を整理すると，3 つのパターンに分類できる（図 6.1）．2 つの可変点 vp1 と vp2
の依存関係を例として以下に示す．{*} は開発ストーリとしてまとめられる可変点の集合を示す．VPo は vp1，
vp2 と依存関係のない，vp1，vp2 以外の可変点の集合を示す．→は依存関係による開発の順序制約を示す． 

(1) vp1 と vp2 に依存関係が存在しない場合： 
{ vp1，vp2，VPo }は（{ vp1, VPo }, { vp2 }）または（{ vp1 }, { vp2, VPo }），（{ vp1 }, { vp2 }, { VPo }）
に分割できる．分割された集合同士は任意の順序で開発することができる． 

(2) vp2 が vp1 に依存しており，vp1 は vp2 に依存していない場合： 
{ vp1，vp2，VPo }は（{ vp1, VPo }→{ vp2 }）または（{ vp1 }→{ vp2, VPo }），（{ vp1 }→{ vp2 }, { VPo }）
に分割できる．vp2 を含む集合が，vp1 を含む集合よりも後で開発する順序制約が生じる． 

(3) vp1 と vp2 が相互に依存している場合： 
{ vp1, vp2, VPo }は（{ vp1, vp2 }, { VPo }）だけに分割できる．vp1 と vp2 の分割開発することはできな

い．vp1とvp2はいずれかを統合テストする前には，共に実装が完了しているという順序制約が生じる． 
 

 

図 6.1 可変性の構造と開発分割方法 
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6.1.2 OVM 拡張モデルと表記法 

既存のOVM（図 3.5）では，依存関係としてRequires（必要とする）とExcludes（排他する）が定義され

ている．これらの依存関係では前項で示した(3)のパターンを明示できないため，新たな依存関係として

Co-Requires（共に必要とする）を導入する． 
Requires，Excludes，いずれの依存関係も付与されていない可変点同士は，前項(1)のパターンとして識別で

きる．いずれかの依存関係が付与されている場合は，前項(2)のパターンとして識別できる．具体的な分析方法

は 6.2 で示す． 
前項(3)のパターンは，Requires の依存関係が双方向に成立している場合に規定される．双方向の依存関係

を 2 つの単方向の依存関係で表現することは煩雑となる．そのため， Co-Requires（共に必要とする）という

依存関係を定義し，双方向の依存関係を明示できるようOVM を拡張する．図 6.2 に，拡張したOVM の表記

法とメタモデルを示す． 
OVM 拡張モデルを利用して可変性の構造を表現した例を図 6.3 に示す．本研究では，関連した表記法も拡

張した．従来のOVM では，可変点から開発資産への依存矢印は，可変性構造図から他の開発資産の表現図へ

直接依存関係を矢印線として記述している．これに対し本研究では，分析時に関心事に集中できることを目的

として，複数開発資産と分析図を分割した．そのため，可変点，変異体に識別番号を付与し，各開発資産の表

現図内で識別番号領域（▲や■）による関連付けを可能とした． 
 

 

図 6.2 OVM の拡張表記法とメタモデル 
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図 6.3 拡張OVM による可変性の構造記述例 
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6.2 SPLE における可変性構造の分析方法 
OVM 拡張モデルを用いてSPLE における可変性の構造を分析する方法を示す．SPLE におけるOVM 拡張

モデルの生成方法を示し，開発順序制約の分析方法を示す． 
 

6.2.1 SPLE における OVM 拡張モデルの生成 

本項ではSPLE におけるOVM 拡張モデルを生成するスコープを定義する．スコープ定義は，SPLE の形態

に基づく定義と，モデルの生成タイミングに基づく定義の 2 つの基準がある．これらの 2 つの基準に基づき，

適切にスコープを定義する必要がある． 
 

(1) SPLE の形態に基づくモデルのスコープ定義 
OVM 拡張モデルは依存関係にある可変点と変異体の集合をスコープとしている．SPLE の形態によっては

スコープをさらに分割することで，関心事を限定して分析コストを低減できる．SPLE では次の 2 つの形態を

取り得ることから，それぞれに応じたスコープの定義が必要となる． 
 
(a) コア資産ベーススコープ定義 

1) SPLE の形態：製品は特定のコア資産から開発するが，並行運用するコア資産が複数存在する[35]． 
2) モデルのスコープ：コア資産ごとにOVM 拡張モデルを生成する．コア資産同士は並行に運用される

が，依存関係は独立して扱えるためである． 
 

(b) モノリシックスコープ定義 
1) SPLE の形態：製品の構成コンポーネントが，コンポーネントごとにコア資産を個別に有する[48]． 
2) モデルのスコープ：すべてのコア資産をスコープに含める．可変性の依存はコンポーネントを横断し

て現れる．スコープを分割すると分析すべき依存関係を見落とすリスクが生じる． 
 

(2) モデルの生成タイミングに基づくモデルのスコープ定義 
OVM 拡張モデルを生成するタイミングによっても，モデルを生成するスコープを分割することで，関心事

を限定し，分析コストを低減できる． 
 
(a) ドメイン開発時 

1) モデルの生成タイミング：ドメイン開発時に可変点を設計するときにモデルを生成する． 
2) モデルのスコープ：設計対象となるすべての可変点，変異体をスコープとしてモデルを生成する． 

 
(b) アプリケーション開発時 

1) モデルの生成タイミング：アプリケーション開発時に可変点を設計するときにモデルを生成する． 
2) モデルのスコープ：要求分析や設計工程で分析対象となる可変点，変異体，コア資産にスコープを限

定する．アプリケーション開発では開発期間の制約がドメイン開発よりも強く，すべての可変点，変

異体を対象にモデル生成することは，投資対効果として低いため，今回の開発で変更を加える可変点

を優先してモデルを生成する．但し，依存関係の見落としが発生し得るような，コンポーネント単位

などでのスコープ限定は避ける． 
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6.2.2 可変性の依存関係による開発制約の分析 

可変性の依存関係によって，アプリケーション開発における開発アイテムの分割と開発順序に制約が生じる．

これらの制約を明確にすることで，合理的な開発計画が設計可能となる．これらの制約は，6.1.1，6.1.2 で示

した通り，OVM 拡張モデルを用いて分析が可能である．開発アイテムの分割への制約と分割後の開発順序制

約を示し，分析において明確にすべき，依存元と依存先における可変点と変異体の組合せの作用と，Excludes
依存関係の扱いについて述べる． 

 
(1) 開発アイテムの分割方法の分析 
開発アイテムの分割方法は，6.1.1 で示した通り，OVM 拡張モデルにより，可変性の依存関係を明らかにす

ることで分析できる．依存関係を明らかにした後は，どの程度の開発量に開発アイテムを分割したいかによっ

て任意の分割が可能である． 
 

(2) 開発順序制約の分析 
開発順序の制約も，6.1.1，6.1.2 で示した通り，OVM 拡張モデルにより，可変性の依存関係を明らかにする

ことで分析できる．但し，可変性としての依存関係と，開発順序制約としての依存関係は，依存の方向で一致

しない場合がある．OVM 拡張モデルで定義した依存関係ごとの順序制約を図 6.4 に示す． 
可変点同士に依存関係がない場合，Requires の依存関係の場合，Co-Requires の依存関係の場合は，可変性

の依存関係と順序制約が一致する（図 6.4－(A)，(C)，(D)）．Excludes の依存関係の場合に順序制約が反転す

る．詳細な理由を(4)にて述べる． 
 

(3) 依存元と依存先における可変点と変異体の組合せ 
依存元と依存先の対象は，可変点と変異体で組合せが存在する．しかし，どのような組合せでも，可変点同

士の依存関係として扱える．例えば，図 6.4－(A)のように，VP2の変異体 v3からVP1の変異体 v1にRequires
の依存があるとする．VP2 で変異体を決定するためには，VP1において v1 が選択されるか否かが決まってか

らでないと，VP2 で v3 と v4 が選択可能であるのか，v4 のみ選択可能であるかが定まらない． 
 

(4) Excludes 依存関係の扱い 
Excludes の依存関係は，依存の方向を反転させたRequires と同じ扱いとする．例えば，図 6.4－(B)のよう

に，VP1 の変異体 v1 からVP2 の変異体 v3 にExcludes の依存があるとする．VP2 で変異体を決定するため

には，VP1においてv1が選択されるか否かが決まってからでないと，VP2でv3とv4が選択可能であるのか，

v3 が排他されて v4 のみ選択可能であるかが定まらない． 
図 6.3 で示したOVM 拡張モデルであれば，図 6.5 で示す可変点の順序集合に沿って，インクリメンタルに

開発できる． 
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図 6.4 可変性の構造と開発順序制約 

 
 

{ VP6, VP7, VP8 }→{ VP5 }→{ VP3, VP4 }→{ VP1, VP2 } 

図 6.5 可変点の集合を分割した開発順序生成例 
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6.3 可変性の構造分析に基づくアジャイルアプリケーション開発方法 

6.3.1 開発モデル 

本研究では，図 6.6 に示すインクリメンタルなアジャイルアプリケーション開発モデルを提案する．本モデ

ルは，OVM 拡張モデルによる可変性の構造分析に基づいて機能する． 
本モデルは，アプリケーションバックログ設計，機能開発，可変点開発の 4つのアクティビティで構成され

る．本モデルを取り入れることで，SPLE のためのアジャイル開発方法（5 章）において，プロダクト開発ア

クティビティ（5.2.2.2）の「プロダクトバックログの作成」プロセスは「アプリケーションバックログ設計」

に置き換えられ，両モデルが統合される．以下，各アクティビティの詳細を示す． 
 

 

図 6.6 インクリメンタルなアプリケーション開発モデル 

 

6.3.2 アプリケーションバックログ設計 

6.2.2 による OVM 拡張モデルの分析で明らかになった分割方法を用いて，INVEST の方針に従ってアプリ

ケーションを開発するバックログを設計する．バックログは，製品の開発に必要なストーリの集合であり，開

発順序を規定した開発アイテムのリストである[9]． 
バックログは，OVM 拡張モデルの分析結果と開発規模の見積りを比較して設計する．依存関係が複数の可

変点を連絡する場合，開発分割方法は複数案できる．そのため，分割方法を変えながら，開発規模の見積もり

を繰り返すことで，規定のタイムボックスに収まる分割方法を採択して，ストーリを定義してバックログ設計

する．本バックログに従って，機能開発と可変点開発のストーリをインクリメンタルに開発していく． 
 

可変点開発
可変点
実現

可変点
テスト

可変点設計
（対ベース
差分特定）

機能開発
要求
実現

要求
テスト

要求
定義

アプリケーション
バックログ設計
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6.3.3 機能開発 

製品固有の機能開発は従来の ASD と同様に開発する．機能開発のアクティビティは要求定義，要求実現，

要求テストの 3 つのタスクを実行する．要求定義タスクではストーリの実現内容と実現方法を定義する．要求

実現タスクでは定義に従ってソフトウェアを実装する．要求テストタスクでは定義に従ってソフトウェアが実

現されているかをテストする． 
ストーリごとに要求定義から要求テストまでのタスクを一通り実施することで，テスト工数とテスト環境の

負荷を平準化する効果が期待できる．ストーリごとにテストを実施することで，一度のテスト実施工数が小さ

く，開発期間を通してテストが分散されるためである． 
機能開発の中で新たな可変点が発生した場合は，OVM 拡張モデルを用いて既存の可変点と新たな依存関係

が生じないかを設計検証する．新たな依存関係が生じた場合，依存関係に応じた順序制約を分析して開発順序

を見直す．その結果，未開発の可変点開発に含まれる開発アイテムを先行して開発する必要がある場合は，開

発対象のストーリを一度バックログに戻すか，依存箇所を追加で実現するバックログを生成してシステムに副

作用がない状態で実現する． 
 

6.3.4 可変点開発 

可変点開発では変異体の実装を対象にストーリ開発する．可変点開発のアクティビティは可変点設計，可変

点実現，可変点テストの 3つのタスクを実行する．可変点設計タスクでは可変点においてどの変異体に決定す

るかを設計する．設計では開発対象の製品と類似製品をベースソフトウェアとして定める．ベースソフトウェ

アに対して変異体を変更するか否かを分析する．可変点実現タスクでは，設計で決定した変異体を新たに実現

する必要がある場合は追加実装し，既存の変異体である場合はコンフィグレーションする．可変点テストは可

変点設計に基づいて実現結果をテストする． 
機能開発と同様に，ストーリごとに可変点設計から可変点テストまでのタスクを一通り実施することで，テ

スト工数とテスト環境の負荷を平準化する効果が期待できる．実現する可変点の集合はそれらの依存関係が明

らかになっている．先行する開発は後に続く開発と独立して開発できることがわかっているため，その後のス

トーリ開発で回帰テストを計画しなくてもよい．開発後期でのテスト工数の増加と集中を軽減することができ

る． 
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7 SPL のアプリケーション開発の並行開発アーキテクチャ 
 本研究では，SPLE でドメイン開発アプリケーション開発の並行開発を可能とするために，開発ビューポイ

ント上の可変性のモジュール化を実現するリファクタリング方法を提案する．提案方法のモデルは開発言語系

に依存しないが，実装は開発言語系に依存する．本研究では，開発言語としてC言語を対象に実装例を提示す

る． 
 

7.1 可変性のモジュール化リファクタリング方法 
 開発ビューと論理ビューを利用しながら，開発ビュー上の可変性をモジュール化するためにアーキテクチャ

をリファクタリングする方法の手順を図 7.1に示す．本手順は，開発ビューと論理ビュー，個別のビューでの

アクティビティと，両方のビューを横断したアクティビティから構成される． 
 開発ビューでは可変点の特定と可変点の再配置のアクティビティを実行する．論理ビューでは可変性のモデ

ル化を実行する．横断したビューではマッピングルールの策定を実行する．各アクティビティについて，以下

の節で示す． 
 

 

図 7.1 可変性をモジュール化するリファクタリング手順 

7.2 可変点の特定 
 可変点の特定はソフトウェアに含まれる可変点をもれなく抽出し，リストアップするアクティビティである．

可変点のリストが予め特定され，管理されている場合は本アクティビティの省略が可能である．可変点のリス

トが不明，あるいは管理の欠如がみられる場合は，本アクティビティによってリストを作成，または補完する． 
 可変点のリストアップ方法は，組織の可変点の実装方法ならびに言語系に依存する．オブジェクト指向言語

であれば，クラスの継承関係から抽出する方法が有効である．また，アスペクト指向言語であれば，アスペク

トから抽出する方法で実装できる．C言語の場合は，#ifdef マクロや#define マクロを対象としたキーワード検

索，ならびに関数ポインタの抽出によりリストアップすることが可能である．  

論理ビュー開発ビュー

可変点のモデル化

可変点の
特定

変異体決定
タイミングの特定

変異体決定
方法の特定

マッピングルールの策定

可変点の
再配置
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7.3 可変点のモデル化 
 可変点のモデル化は，変異体決定タイミングの特定と変異体決定方法の特定のアクティビティを実行し，論

理ビュー上で可変点をモデル化する．可変点をモデル化して分類することで，所有しているソフトウェアの可

変点をパターン化し，開発ビュー上で再配置するためのルールを策定するための標準化を行う． 
 

7.3.1 変異体決定タイミングの特定 

 各可変点の変異体の決定タイミングを特定する．決定タイミングは以下 3種類に分類される[4]．決定タイミ

ングは，同時並行開発を阻害するか否かを判断する因子であり，リファクタリング対象の識別に利用する． 
 
(1) コンパイル時 
 プリプロセッサなどでコンパイル時に変異体を決定する．このパターンの決定タイミングは，変異体追加時

に，単一ファイルの編集で衝突が発生する可能性があり（図 7.2），リファクタリング対象の候補に挙げる． 
 
(2) リンク時，ロード時 
 リンク対象やロード対象のビルド済みオブジェクトを選択することによって変異体を決定する．このパター

ンの決定タイミングは，並行開発を阻害しないため，リファクタリング対象の可変点から除外する． 
 
(3) 実行時 
 システムへのバックアップ値の入力や，その他パラメータの実行時判定によって変異体を決定する．このパ

ターンの決定タイミングも，変異体追加時には，コンパイル時と同じ状況に陥る可能性がある．そのため，リ

ファクタリング対象の候補に挙げる． 
 

 

図 7.2 コンパイル時の決定における単一ファイルの編集衝突発生例 

  

void variation_function(void)
{
#if VARIATION == VARIANT_A
…
/* Aのバリエーションの処理 */
…

#endif

return;
}

Project B

Project C

VARIANT_Cの追加衝突の
発生
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7.3.2 変異体決定方法の特定 

 各可変点の変異体決定方法を分類する．固定方法は可変点をパターンとして分類する際の因子となる．可変

点の変異体の決定方法，ならびに実現方法の例を表 7.1 に示す．「プラグイン」のように決定タイミングが自

明である決定方法もあるが，分類を目的とした観点と，リファクタリング対象の決定を目的とした観点を切り

分けて取り扱う． 
  表 7.1 を目安に各可変点の実現方法を分類したら，同一の分類の中でさらに実現方法の共通性を分析して

パターン分類を進める．マッピングルールの策定アクティビティは，この分類ごとにマッピングルールを策定

する． 
 

表 7.1 可変点の実現方法と変異体の決定方法[36] 

可変点の実現方法・ 
変異体の決定方法 

概要 

継承 オブジェクト指向におけるクラスやインタフェースの継承． 

拡張 
異なり得る機能を固定的な機能から取り除き拡張可能に．典型例

はStrategy パターン． 
構成 本体と分離されたリソースを利用．定義ファイルなど． 

パラメータ 
複数のモジュールを内包させ，パラメータで選択．テキストプリ

プロセッサも含む． 
テンプレート 特定の型に応じてコンポーネントの定義をインスタンス化． 
生成 仕様や設計記述からコードを生成． 
コンポーネント代替 開発時に複数の代替モジュールから選択して挿入． 
プラグイン 実行時にコンポーネントを選択して挿入． 
アスペクト アスペクト指向プログラミング利用．可変性をアスペクト化． 
実行時条件 設定や定義ファイルによる実行時の切り替え． 
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7.4 マッピングルールの策定 
 7.3 で分類された可変点のモデルごとに，開発ビュー上に再配置するためのマッピングルールを策定する．

マッピングルールは，可変点の実装方法の変換ルールと，構成管理上の配置方法の変換ルールから構成される

（図 7.3）． 
 

 

図 7.3 マッピングルールの構成 

7.4.1 可変点の実装方法の変換ルール 

 可変点の実装方法の変換ルールは，変異体決定方法の変換ルールである．決定方法を変更することで，アプ

リケーション開発の同時並行開発が可能となるよう，構成管理上の配置方法を変換することが可能となる． 
 図 7.4 に可変点の実装方法の変換ルール例を示す．この場合，変換前は表 7.1 における「パラメータ」に分

類される決定方法を採用している．この場合，(a)各製品を表現するパラメータが変異体となっている．変換後

では，同じようにパラメータで変異体を指定するが，製品を示すパラメータではなく，(b)(c)機能としての変異

体を表すパラメータに変換されている． 
本ルールの適用だけでは，複数アプリケーションの同時開発時に単一ファイルの編集の衝突を抑制すること

はできない．構成管理上の配置方法の変換ルールと組み合わせる必要がある． 
 

 

図 7.4 可変点の実装方法の変換ルール例 

マッピングルール

可変点の実装方法の
変換ルール

構成管理上の配置方法の
変換ルール

void func(void)
{
#if PRODUCT == PRODUCT_A

…
#elif PRODUCT == PRODUCT_B

…
#endif

return;
}

#define VARIATION_A (1)
#define VARIATION_B (2)

#define VARIATION VARIATION_A

void func(void)
{
#if VARIATION == VARIATION_A

…
#elif VARIATION == VARIATION_B

…
#endif

return;
}

(a)

(b)

(c)

変換前

変換後
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7.4.2 構成管理上の配置方法の変換ルール 

 構成管理上の配置方法の変換ルールでは，開発者が編集するためのソースファイルの配置方法の変換ルール

を提供する．可変点の追加や変異体を決定，あるいは追加するときに，編集するファイルが衝突しないように，

モジュールとしてファイルの配置を独立させる． 
 図 7.5 に，構成管理上の配置方法の変換ルール例を示す．本例は，図 7.4で実施した，実装方法の変換ルー

ルを適用し，変更された後の実装方法に基づいている．元の関数本体のファイルが収まるモジュールに変更は

ない．一方，機能としての変異体のパラメータの定義は，バリエーション共通ファイルとして独立定義される．

また，製品ごとにバリエーションを指定するパラメータファイルは，製品レイヤに製品ごとに格納される．こ

うすることで，製品A と製品B が同時に開発されていても，各開発担当者は，独立したモジュールを編集する

だけで，互いに独立した開発を維持することができる． 
 

 

図 7.5 構成管理上の配置方法の変換ルール例 

 

7.5 可変点の再配置 
 7.4 で定めたマッピングルールに則り，モジュールの構成を変更することを可変点の再配置と呼ぶ．マッピ

ングルールは標準化されたルールであり，可変点を再配置するには，対象の可変点ごとにルールを具体化して

適用する． 
モジュール構成変更後は，変更前後でコア資産として変異体決定後の振る舞いが変わらないことの確認と，

リファクタリングすべき可変点が漏れていないかを確認する．特に，対象とすべきリファクタリング対象が不

足している場合，開発時に編集が衝突するファイルが存在することになり，開発の阻害要因となる．このため，

同時並行開発が可能となった可変点が存在していたとしても，効果が限定的となるリスクが生じる． 

  

#define VARIATION_A (1)
#define VARIATION_B (2)

#define VARIATION VARIATION_A

void func(void)
{
#if VARIATION == VARIATION_A

…
#elif VARIATION == VARIATION_B

…
#endif

return;
}

開発ビュー（マッピング後）

≪layer≫
ドメイン

バンパ判別

≪layer≫
製品

製品A
定義

製品B
定義

製品C
定義

バリエーション
共通ファイル
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8 自動車システム APLE への適用 
 本研究で提案した SPL の管理可能な開発方法論を，自動車システム APLE の実開発に適用し評価した．研

究者は開発チームのリーダ，SPL を統括するマネージャとして参加し，データ収集と現場観察を実施した． 
 

8.1 適用対象の自動車プロダクトライン開発のコンテキスト 
 図 8.1 に適用対象の自動車システム開発における開発組織とSPL 上の製品リリースの流れを示す．開発は 2
つの組織体から構成されている．コア製品開発チーム（以下，コアチーム）と派生製品開発チーム（以下、派

生チーム）が，SPLE におけるドメイン開発とアプリケーション開発をそれぞれ分担している． 
 コアチームは，SPL に向けて可変点を織り込んだコア資産を開発する．また，SPL としてコア資産からいく

つかの製品をアプリケーションとして開発する．その結果，２つのコア製品AとB をリリースする．派生チー

ムはプロダクトライン 1としてのコア資産を再利用して派生製品の集合C，D，E を開発する． 
 コアチームは車両メーカの要求に対応すべく，コア製品の世代を成長させてコア資産を進化させる．例えば，

主要機能の向上を果たしてコア製品F をリリースする．派生チームは進化したプロダクトライン 2 を再利用し

てGとH という派生製品を 2 つリリースする．同様に，コアチームはさらにコア資産を進化させてコア製品 I
とMをリリースする．派生チームはプロダクトライン 3 からm を再利用して派生製品 JからQをリリースし

ていく． 
 自動車システムの多様な構成によって複数の SPL が生成される．加えて，プロダクトライン 1 とプロダク

トライン 2 のように，複数の SPL を重なった期間の中で並行して開発することが生じ得る．プロダクトライ

ン 2 とプロダクトライン 3においてもまた複数の開発が並行に実行される．また，車両メーカの要求は年々多

様化と俊敏化を推進しており，新たなSPL の立ち上げと派生製品を市場へ投入するまでの時期も短くなってい

る．その結果，コア資産の開発と派生製品としてのアプリケーション開発も並行化が進んでいる． 
 このような開発モデルでは，派生チームにおいて複数のSPL を対象とした短期間で並行する複数開発を束ね

て包括管理することが課題となる．例えば，コアチームは年間 1 つか 2 つの SPL を生成する一方，派生チー

ムは年間で 15～20 の派生製品をリリースする必要が生じる．加えて，ひと月の間にも派生チームは 1 から 3
のSPL を並行して開発対象としなくてはならない状況となっている． 
 

 

図 8.1 多様で並行な自動車システムのSPL 開発 
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8.2 適用対象のプロジェクト 
 本研究で提案した，SPLE のためのアジャイル開発方法（5 章）と可変性のモデル化と構造分析（6 章）に

基づくアジャイルアプリケーション開発方法， SPL のアプリケーション開発の並行開発アーキテクチャ（7
章）を，対象の自動車システムAPLE として段階的に適用した．以下にそれぞれの適用時期を示す． 
 

8.2.1 SPLE のためのアジャイル開発方法の適用 

 適用期間は 2015 年 7 月～2016 年 4 月の 10 か月間である．1 スプリントは 2 週間としており，期間中に 22
スプリントを実行している．チームメンバは3スプリント目以降で増員しており，その後の人員の変動はない．

期間中に 11 のプロジェクトに取り組んだ．これらのプロジェクトで適用して得られたデータで本方法の有効

性を評価した． 
 

8.2.2 可変性のモデル化と構造分析に基づくアジャイルアプリケーション開発方法の適用 

 適用期間は 2016 年 12 月～2017 年 2 月の 3 か月間である．対象プロジェクトは 1 プロジェクトである．1
スプリントは 1 週間とし，9 スプリントで開発を終えている．開発人員は 3 名，テスト環境は 1 台である．評

価の比較対象として，2016 年 8 月～10 月で開発した類似規模の製品開発を 1 プロジェクト選択した．比較対

象プロジェクトは 8.2.1 と同様の開発方法で開発されたプロジェクトである．各プロジェクトで得られた実デ

ータで本方法の有効性を評価した． 
 

8.2.3 SPL のアプリケーション開発の並行開発アーキテクチャの適用 

適用期間は 2017 年 4 月～2017 年 10 月の 7 か月間である．この内，並行開発アーキテクチャへのリファク

タリングの実施期間が 2017 年 4 月～2017 年 8 月の 5 か月間である．また，リファクタリング後のドメイン開

発とアプリケーション開発の並行開発期間は 2017 年 9 月～2017 年 10 月の 2 か月間である．この期間中，コ

ア製品開発はドメイン開発とアプリケーション開発 3 プロジェクトを同時開発しており，派生製品開発では，

アプリケーション開発 2プロジェクトを同時並行開発した．各プロジェクトで得られた実データで本方法の有

効性を評価した． 
 リファクタリングは，派生チームが担当している．リファクタリングを実行するプロセスとして，AR（3.4.2）
を適用した．スプリントごとにリファクタリング対象のソフトウェアコンポーネントを選択し，コアチームの

開発と衝突しないようにリファクタリング結果をソフトウェアに組み込む方法として適用している． 
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8.3 適用した開発環境 
 図 8.2 に，本適用におけるプロセス資産を活用した開発管理環境を示す．プロセス資産はチケット駆動開発

ツールである JIRA1と構成管理ツールであるGit2で収集される．ソースコード管理ではBitbucket3サービスを

利用して JIRA とGit を連携させている． 
 プロセス資産モデルにおけるユニット名，分類名，見積り規模は JIRA のチケットに登録される．チケット

として作成されたプロセスユニットを利用して，プロダクト計画やプロダクト構築の管理を JIRA のプランニ

ングボード上に展開する．JIRA の記録を参照することで，プロセスユニットに収集されたプロセス成果物や

見積り規模を参照することが容易となる． 
 プロセス成果物はGit に登録される．プロセス定義は手順やガイドラインとして各成果物に埋め込まれ，プ

ロセス成果物と共にGit 上に登録される． 
 

 

図 8.2 プロセス資産と開発管理環境 

 

  

                                                  
1 JIRA: https://www.atlassian.com/software/jira. 
2 Git: https://git-scm.com/. 
3 Bitbucket: https://bitbucket.org/. 
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9 評価 
 8.2 で示した通り，SPL の開発全体を包括した管理可能な開発を目指し，各アプローチを順に加えて適用評

価した．以下に，アプローチを加えるごとの開発管理性の向上についての評価を示す． 
 

9.1 アジャイル開発フレームワーク評価 
 提案するアジャイル開発フレームワークの効果を以下の観点で評価した． 

(1) プロセス資産の反復性 
(2) 複数SPL に対する管理性 

(1)は本開発フレームワークの前提条件の検証であり，(2)は本開発フレームワークによる効果の検証に位置づ

く． 

9.1.1 プロセス資産の反復性評価 

 試行した 11 のプロジェクトで実行されたプロセスユニットについて，プロセスユニット群として反復した

回数の統計を図 9.1 に示す．本プロジェクトでは，プロセスユニットを要求開発，設計，実装，試験に分割し

ているため，分類ごとに集計している． 
プロセス資産には，合計で268 のプロセスユニットが登録された．その内，プロセスユニット群（単体のプ

ロセスユニットを含む）は 15 種あった．15 種のプロセスユニットは，実行されたプロセスユニット全体の

84.7%を占めている．要求開発は，プロダクトを対象に実行されるため，プロジェクトの数が最大の反復回数

となっている（A）．設計，試験は変異体を対象に実行され，かつ対象が異なっても類似のプロセスユニット群

を反復することが多いため，プロジェクト数を超えて反復されている（E，F，K）．実装は変異体の固定で反

復されるため，設計の反復回数よりは少ないが，同様にプロジェクト数を超えてプロセスユニット群が反復さ

れる結果が得られた（J）． 
15.3%のプロセスユニットは，反復を伴わない一過性の調査や，プロトタイプ製品リリースのために派生プ

ロダクトラインを進化させるフィーチャ開発であった． 
自動車システム開発のSPL 開発において，プロセス資産に反復性があることが確認できた． 
 

 

図 9.1 プロセスユニットの反復回数の統計 
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9.1.2 複数 SPL に対する管理性向上評価 

 複数SPL の管理に本管理方法が有効であるかを確認するため，開発の安定性と見積りの正確性を評価した． 
 
9.1.2.1 開発の安定性評価 
 開発管理の容易性の指標として生産性の予測可能性がある．予測可能性を評価する指標として，開発におけ

る生産性の変動性を式 9.1 に定義する． 
 

生産性の変動性 = 特定の時間単位における生産性の変化率                          （9.1） 
  
生産性の変動性は，仮にあるスプリントで消化したプロセスユニットのストーリポイントの総和の変化率が

小さければ，生産性の変化率もまた少ないことを意味する．開発の安定性はプロセスの生産性における変化率

によって定義される．小さな変化率は安定性の高さを意味し，予測可能性が高いといえる． 
スプリントごとの消化ポイントの推移を図 9.2 の上部に示す．青色のドット線は，7 スプリントごとの移動

平均であり，生産性を示す．生産性が計算できる第 7スプリント以降において，生産性の変動性が 20%以内で

ある場合を，変動が少なく開発が安定しているとする．図 9.2 の下部に生産性の変動性の推移を示す．第 8～
第 22 スプリントの 15 スプリントすべてが変化率 20%以下となっていた．その内，11 のスプリントは変化率

10%以下となっていた．変化率が 10%を上回る 4スプリントの要因は以下である． 
(1) 長期連休で稼働日が少数のスプリントを含む [1 回] 
(2) フィーチャ開発など反復性のないプロセスユニットが多いスプリントを含む [2 回] 
(3) 計画外プロセスが発生したスプリントを含む [1 回] 
これらの要因を除くと，開発の反復性が高くなると，開発の安定性が高くなることが明らかになった． 

 

 

 

図 9.2 スプリントごとの消化ポイントと生産性の変動性の推移 
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9.1.2.2 見積りの正確性の評価 
 開発管理の容易性の指標として開発量の予測可能性がある．開発量の予測可能性を評価する指標として，開

発量見積もりの正確性を式 9.2 に定義する． 
 

開発量見積りの正確性 = 1－（計画時の見積り量）／（完了時の実績量）     （9.2） 
 
ポートフォリオ計画，プロダクト計画での規模見積りと，プロジェクト完了時の実績の比較を図 9.3 に示す．

対象は 9.1.2.1 と同様であるが，開発中に顧客要因で要求が変化したプロジェクトを除外し，6 プロジェクトで

評価した．誤差率は，開発量見積りの正確性の逆数の 100 分率である．誤差率が低いほど，開発量見積りの正

確性は高い． 
反復を重ねるごとに，プロジェクトの実績規模が減少した．これは，プロダクト開発が反復されることで，

開発への経験不足で実施したムダな作業が省かれていったことと，開発要員が作業に習熟したことで，作業が

効率化されプロセス規模が縮小したことによる． 
ポートフォリオ計画とプロダクト計画では，プロダクト計画の正確性がより高い．誤差率が増加したプロジ

ェクトもあるが，その後は減少した．ポートフォリオ計画ではほとんどのプロジェクトの誤差率が 30%以下（開

発量見積りの正確性は0.7以上），プロダクト計画では誤差率が15%以下（開発量見積りの正確性は0.85以上）

であった．見積り誤差は初期のプロダクト定義において 60%（開発量見積りの正確性は 0.40），承認されたプ

ロダクト定義において 25%（開発量見積りの正確性は 0.75）というデータ[9]と比較して，高い正確性が得ら

れた． 
 

 

図 9.3 プロダクトの計画と実績の比較 
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9.2 可変性の構造分析に基づくアジャイルアプリケーション開発方法評価 
可変性の構造分析に基づくアジャイルアプリケーション開発方法を以下の観点で評価した． 

(1) バリューストリームの速度向上 
(2) テスト工数とテスト環境の負荷平準 

これらの評価で有効性が確認できることで，管理性向上に対する有効性を評価する． 

9.2.1 バリューストリームの速度向上 

 開発管理の容易性の指標として開発アイテム（要件）ごとのコストと期間（バリューストリームの速度）の

可制御性を規定する．開発アイテムのコストと期間の可制御性を評価する指標として，開発アイテムのコスト，

期間の変動性を式 9.3，式 9.4 に定義する． 
 

開発アイテムのコスト変動性 = （開発工数の標準偏差）／（開発工数の期待値）（9.3） 
 

開発アイテムの期間変動性 ＝（開発日数の標準偏差）／（開発日数の期待値）（9.4） 
 
 開発アイテムのコスト変動性が小さければ，開発アイテムのコストのばらつきが小さく，開発アイテム数か

らのコスト見積りからの変動が小さく管理が容易となる．開発アイテムの期間変動性が小さければ，バリュー

ストリームの速度のばらつきが小さく，開発アイテムの開発完了が予測し易く管理が容易となる．開発アイテ

ムの開発日数の期待値が小さければ， バリューストリームの速度が高く，各開発アイテムは短期間で開発を終

えて仕掛かりが少ない．その結果，新たな要求に応じやすく，俊敏な開発が実現でき，仕掛かり数の少なさは

在庫管理の冗長なコストが省かれることで管理性が高いといえる． 
バリューストリームの速度向上効果として，提案方法の適用前後における，開発アイテムの要求分析からテ

スト完了までの開発工数と開発日数を比較して，3 つの指標を評価した．図 9.4 に，開発工数と開発日数を軸

に取った，適用前後の開発アイテムごとの散布図を示す．また，表 9.1に，同一のデータに対して，開発アイ

テムのコスト変動性と期間変動性，開発日数の期待値を求めた結果を示す． 
適用前に対して適用後は，適用後の開発アイテム数が増加している．可変点を独立して開発できるようにな

ったことで，開発アイテムをより小さく分割することができるようになっている．その結果，アイテムごとの

開発工数の期待値は 31.5H から 20.0H と低減し，63.5%改善した．コスト変動性は 0.81 から 0.65 へ改善し，

管理性が向上していることが確認できた． 
 

 

図 9.4 適用前後のバリューストリーム速度 



57 
 

表 9.1 開発アイテムのコスト変動性と期間変動性 

 
 
バリューストリームの速度を示す開発日数の期待値は 16.8 日から 4.8 日と，3.5 倍に向上した．期間変動性

は 0.43 から 0.46 になり，管理性としてのばらつきの程度に有意差はないが，絶対値としてのばらつきは 7.2
日から 2.2 日と 69.4%改善した．開発アイテムの開発規模が小さくなり，アイテムごとの開発工数，開発日数

のばらつきが縮小し，バリューストリームの速度が 3.5 倍に向上する結果が得られた． 
  

適用前 適用後
アイテム数 11 17

開発工数：期待値（H） 31.5 20.0
開発工数：標準偏差（H） 25.5 13.0

コスト変動性 0.81 0.65
開発日数：期待値（日） 16.8 4.8

開発日数：標準偏差（日） 7.2 2.2
期間変動性 0.43 0.46
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9.2.2 テスト工数とテスト環境の負荷平準 

 テスト工数とテスト環境の負荷平準効果として，テスト環境の使用率を計測し，テスト負荷のばらつきを評

価した．テスト環境の負荷が一律であれば，テスト環境がボトルネックとなって開発の進捗が停滞することが

少なくなり，開発の管理性が向上する． 
図 9.5 に提案方法を適用する前後でのテスト環境使用率を示す．適用前では，開発の後半（16 日目以降）

でテストが開始され，終盤に向けて使用率が増大している．適用後では，開発開始後 5日目にはテストが開始

され，開発終盤でやや高めになるものの，使用率は一定水準を保った． 
表 9.2 にテスト環境使用率の平均値と標準偏差，最大値を示す．分母はテスト環境の使用日数であり，テス

トを実施した日だけを対象にデータを抽出して算出した． 
適用前は，テスト環境を使用した日における環境使用率の平均値は 81.0%であり，標準偏差は 47.5%，最大

使用率は 162.5%である．標準偏差と平均値，最大値から，開発環境が不足していることが明らかである．実

際に，適用前の開発では，その他の開発チームから開発環境を一時的に借用して補っていた． 
適用後の環境使用率の平均値は 48.9%と 32.1%低減し，標準偏差は 28.5%と 19%低減し，最大値も 106.3%

へと 56.2%低減した．標準偏差と平均値，最大値の関係から，開発環境は十分であることがわかる．テスト工

数は両プロジェクトで同等であり，テスト日数は適用後では 1.7 倍となった．これらの結果から，テスト環境

の使用率が平準化され，テスト環境のボトルネック化が解消されたことが確認できた． 
テスト工数には，報告書の作成工数など，テスト環境を使用する以外の工数も含まれる．しかし，テスト工

数の多くは環境使用の工数であり，テスト環境使用率で近似できる．したがって，本評価結果から，提案方法

によって，テスト工数の負荷が平準化され，開発の管理性が向上することが確認できた． 
 

 

図 9.5 適用前後のテスト環境使用率 
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9.3 アプリケーション開発の並行開発アーキテクチャ評価 
 SPL のアプリケーション開発の並行開発アーキテクチャ設計方法を以下の観点で評価した． 

(1) 可変点のマッピングルールの有限性 
(2) アプリケーション開発の並行性 

これらの評価で有効性が確認できることで，管理性向上に対する有効性を評価する． 
 

9.3.1 可変点のマッピングルールの有限性 

 可変点のマッピングルールの有限性を評価するため，適用プロジェクトで作成されたマッピングルールの数

とパターンを測定した．表 9.3に適用プロジェクトで作成されたマッピングルールの数とパターンの対応を示

す．適用プロジェクトでは，3 パターンのマッピングルールの作成で，ルールを標準化することができた． 
 P2 のルールは，7.4.1 と 7.4.2 で示したルール例と同一である． 

P1 のルールの可変点の実装方法の変換ルールを図 9.6 に示す．構成管理上の配置方法の変換ルールは，P2
と同じである．変換前の実装方法を拡張として分類し，Strategy パターンとして論理ビューで捉え，Strategy
を実装上分離して再配置する． 

P3 のルールの可変点の実装方法の変換ルールを図 9.7 に示す．構成管理上の配置方法の変換ルールは，P1，
P2 と同じである．変換前の実装方法をアスペクトとして分類し，アスペクト部を実装上分離して再配置する． 
開発対象のソフトウェアシステムや開発組織により，実装のパターンは分化すると考えられる．SPL であっ

ても，システムや組織体のバリエーションが少なければ，マッピングルールは有限性を示し，少ないパターン

の抽出が可能となることが推測される．また，実装方法の変換ルールは，各実装によって様々であるが，構成

管理上の配置方法の変換ルールは，基本ルールを定めれば十分である可能性が確認された． 
 

表 9.3 マッピングルールの数とパターンの対応 

分類 抽出 パターン 備考 
継承 × ｛｝ － 
拡張 〇 ｛P1｝ Strategyパターンとして実装を分離 
構成 〇 ｛P2｝ コンポーネント代替に移行 
パラメータ 〇 ｛P2｝ 構成化してコンポーネント代替に移行 
テンプレート × ｛｝ － 
生成 × ｛｝ － 
コンポーネント代替 〇 ｛｝ リンク時の決定につきリファクタリング対象外 
プラグイン × ｛｝ － 
アスペクト 〇 ｛P3｝ アスペクトを分離してコンポーネント代替に移行 
実行時条件 〇 ｛｝ 実行時の決定につきリファクタリング対象外 
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図 9.6 拡張におけるStrategy を分離するリファクタリングパターン 

 

 

図 9.7 アスペクトを分離するリファクタリングパターン 

  

void func(void)
{

…
/* 可変点を含む制御部 */
#if PRODUCT == PRODUCT_A

…
#elif PRODUCT == PRODUCT_B

…
#endif

…
return;

}

#define STRATEGY_A (1)
#define STRATEGY_B (2)

#define STRATEGY STRATEGY_A

void func(void)
{

…
/* 可変点を含む制御部 */
strategyMethod();
…
return;

}

#if STRATEGY == STRATEGY_A
void strategyMethod(void){

…
}
#elif STRATEGY == STRATEGY_B
void strategyMethod(void){

…
}
#endif

変換前

変換後

void func(void)
{
…

#if PRODUCT == PRODUCT_A
if ( COND_A == TRUE )

#elif PRODUCT == PRODUCT_B
if ( COND_B == TRUE )

#elif PRODUCT == PRODUCT_C
/* No Condition */

#endif
{
…

}

return;
}

#if PRODUCT == PRODUCT_A
#define ENTRY_COND if ( COND_A == TRUE )
#elif PRODUCT == PRODUCT_B
#define ENTRY_COND if ( COND_B == TRUE )
#elif PRODUCT == PRODUCT_C
#define ENTRY_COND /* No Condition */
#endif

void func(void)
{
…
ENTRY_COND
{
…

}

return;
}

変換前

変換後
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9.3.2 アプリケーション開発の並行性 

 アプリケーション開発の並行性を評価するため，適用プロジェクトの実績としての開発スケジュールを作成

した．図 9.8 に対象の SPL のコアチームと派生チームの開発スケジュール実績を示す．本開発スケジュール

は，リファクタリング対象としたSPL のみ抽出している．コアチームは，この期間単一のSPL をコア資産と

して進化させながら，3 つのコア製品 A，B，C を開発し，インクリメンタルにリリースしている．派生チー

ムはその他のSPL の開発も続けながら，対象のSPL のリファクタリングを実行し，派生製品D，E を開発し

てリリースしている． 
 
9.3.2.1 開発スケジュールの並行性 
 開発スケジュールの並行性の観点で評価を加える．対象のSPL の開発は，7月末までがコア資産とコア製品

A の開発が主軸となっている．その後 8月～10 月において，3本のコア製品の開発が並行し，9 月～10 月では，

派生製品として 2 本，両製品で最大 5本の製品開発が並行している． 
 コア製品開発の並行化は，あらかじめコアチームが 3 製品を対象にコア資産を開発することで成立させてい

る．従来のSPLE の開発方法といえる[39]．派生製品開発の並行化は，コア資産上に設計されていない変異体

の追加も開発しながら同時並行的に開発することができている． 
コア製品の開発が進行すると，可変性の開発は小さく，共通性の開発の洗練が中心となってくる．そのため，

派生製品において可変部の開発が並行実施されても，開発ビューの構成管理上で分離されていれば，並行開発

が阻害されないことが確認できた． 
 
9.3.2.2 開発組織の並行性 
 本適用では，コアチームと派生チームと 2 つの組織体が，アプリケーション開発を同時並行実施することが

できている．また，4 月～7 月の期間においては，コア製品の開発をコアチームが，アーキテクチャのリファ

クタリングを派生チームが実行している．アーキテクチャのリファクタリング方法を確立し，ガイドラインと

して示したことで，コアチームは共通性の開発に集中し，派生チームは可変性の開発に集中し，互いに並行か

つ分担して開発することに成功した．開発組織の並行性としても有効であることが確認できた． 
 

 

図 9.8 SPL の同時並行開発スケジュール  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月開発対象

コア製品A

コア製品B

コア製品C

リファクタリング

派生製品D

派生製品E

コアチームの開発とリリース 派生チームの開発とリリース
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10 考察 
10.1 SPL の管理可能な開発方法論の意義 
 従来のSPLE で，製品進化と同時並行的に多様な製品提供に対応する俊敏性を備えてソフトウェアを開発す

るためには次の 3 つの課題がある． 
 
(1) SPL は包括的に管理困難である 
(2) 個々の製品開発の安定性のばらつきが大きい 
(3) 製品進化と多様な製品開発に順序制約がある 
 
 提案したSPL の管理可能な開発方法論は，上記の課題に対してポートフォリオマネジメントをドライバとし

て開発プロセス，プロダクト可変性，アーキテクチャを構築し直すことにより，SPL を包括的に管理可能な状

態へと導く．開発プロセスを構築し直すことで，ポートフォリオをマネジメントするための，開発生産性を測

定可能にし，個別の開発量の予測可能性を向上させる．プロダクト可変性を分析してコントロールすることで，

個々の製品開発の安定性にばらつきが生じる阻害要因を取り除く．アーキテクチャを構築し直すことで，製品

進化と多様な製品開発を同時並行的に開発することを可能とし，順序制約を軽減することで開発の待ちの発生

を軽減する． 
 ポートフォリオマネジメントにより，管理可能かつ管理容易な状態に導くことで，提案した開発方法論によ

り，市場の多様性と俊敏性の要求に対応したソフトウェア開発を実現可能とした． 
 

10.2 SPLE のためのアジャイル開発方法の意義 
 従来のSPLE[10][16][23][43][44]では，SPL を戦略的に市場に投入するためのポートフォリオ戦略の立案に

ついては取り扱っているが，SPL の開発を包括管理する方法論は確立されていない．Business 領域としてポ

ートフォリオ戦略を立案したら，Architecture を戦略に応じて設計し，Process を適合してOrganization の責

務分担を割り当てるBAPO モデル[20][31]で全体を設計するに留まる．そのため，SPL の開発が戦略に沿って

活動できているかの監視や，どこで開発資源が枯渇するリスクが生じ得るのか，現有資源でどの程度顧客の要

求に俊敏に対応できるのかといった組織状態の把握が困難である． 
 ASD ではポートフォリオマネジメントの研究は盛ん[25][29][32][40][47]であるが，学習とフィードバックに

基づいているため，SPLE のアプリケーション開発のような短期開発プロジェクトの生産性を把握することを

不得手としている．ASD ではフィーチャドリブン開発が中心であり，アーキテクチャやマネジメントを主体と

した開発との方法論と統合する研究が少ない．SPLE と統合したAPLE の研究分野でも統合方法がエンジニア

リング領域の部分に限定されることが多い[11][17][18][37][42]． 
 提案した開発方法論では，SPLE のアプリケーション開発では，可変点を中心とした反復性の高いプロセス

が実行されることに着目し，2 層のイテレーションプロセス構造を備えたSPLE のためのアジャイル開発方法

を考案した．これにより，短期開発プロジェクトを集約してSPL を包括した長期開発プロジェクトと見做すこ

とで，ASD における学習とフィードバックによる生産性の把握が可能となった．その結果，ポートフォリオマ

ネジメントの管理性を向上させるための予測可能な開発量と安定性を備えた生産性を実現することが可能とな

った．アーキテクチャ中心，計画駆動な開発領域においても ASD を開発フレームワークとして統合すること

で管理性を向上することが可能であることを示した． 
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10.3 可変性のモデル化と構造分析方法の意義 
 従来の可変性モデルと分析方法[2][7][14][20][21][22][27][34][38][39]では，内部可変性や外部可変性をモデ

ル化し，製品設計やアーキテクチャ設計の構造に反映させることを目的としている．そのため，可変性をモデ

ル化し構造を分析することは，品質の確保やコストの低減に寄与しても，開発の管理性の向上に寄与するよう

活用されていない． 
 提案した可変性のモデル化と構造分析方法は，分析を通して可変点の開発の順序制約を明らかにする．開発

の順序制約が明らかになることで，開発アイテム同士が独立して開発できるものか，依存するために回帰的に

検証を求めるものかが判別可能となる．その結果，従来であればアプリケーションに対する要求をすべて分析

し，すべての可変点を一度に構成し，テストと検証も一括で実施するシーケンシャルな開発プロセスを分解す

ることができるようになる．順序制約を備えるものの，分割開発可能となった可変点の集合は，開発方法に自

由度を与えることができ，アジャイル開発方法と組み合わせることで，検査環境使用の平準化や，バリュース

トリームの速度向上による開発の俊敏性の向上を実現可能とした． 
 

10.4 SPL のアプリケーション開発の並行開発アーキテクチャの意義 
 従来の SPLE における可変性への対応[4][8][10][31][39]では，ドメイン開発において可変点をどのように設

計すべきかをスコープとしている．そのため，ドメイン開発とアプリケーション開発を並行して開発すること

が考慮されていない．アーキテクチャ設計のビュー[26][33][41]においても，進化パースペクティブなど，ビュ

ーを横断して分析する方法は提案されているが，組織活動としてのプロセスの並行性を考慮する方法が確立さ

れていない． 
 提案した並行開発アーキテクチャの設計方法は，可変点の実装方法を開発ビューで抽出する．論理ビューと

開発ビューで分析し直すことで，異なる製品開発において可変点を開発するためのアクティビティが相互依存

しないようソフトウェア構成をリファクタリングする．その結果，組織活動としてのプロセスの並行性の向上

を実現している．また，リファクタリング方法をガイドラインとして提供することで，コア資産を開発するチ

ームに限定したアクティビティの制約を軽減できる．大規模アジャイル開発のSAFe フレームワークにおける

Architectural Runway[28][29][30]の考え方を応用することで，組織の人的資源を効率的に割り当てることが

できるようになり，SPL の包括管理の管理性の向上を実現可能とした． 
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11 今後の課題 
 本研究を発展させていくために，次の 3 点を今後の課題としてあげる． 
 

11.1 ドメイン開発における俊敏な連携方法の検討 
 提案したSPL の管理可能な開発方法論は，SPLE のアプリケーション開発を中心に方法論を展開している．

これは，SPLE においてドメイン開発よりアプリケーション開発の方が開発プロジェクト数は多く，管理性の

低下が発生し易いためである． 
 システムの高度化，複雑化によって，ドメイン開発に求められる進化の俊敏性も高くなっている．ドメイン

開発が常に進化し続ける場合，提案した開発方法論においてドメイン開発とアプリケーション開発の並行開発

が可能となっても，管理限界に到達するリスクが生じる．提案方法では，ドメイン開発は基本的に独立先行し

て断続して進化する開発であり，アプリケーション開発は進化を追従発展させる形を前提としているためであ

る．ドメイン開発が連続して進化し続ける状況において，俊敏に連携するアーキテクチャと開発方法を確立で

きれば，より多様性と俊敏性の高い開発方法の設計が可能となる． 
 

11.2 スケーラビリティへの対応 
 提案したSPLE のためのアジャイル開発方法を適用した自動車システムの開発は，開発規模が中規模の開発

である．ドメイン開発は 100 人規模，アプリケーション開発は 1 チームで 10 人規模の開発であった．また，

システムとしては単一システムにおける開発に対する適用である．システムはより複雑化を進めており，1,000
人規模以上の開発や，システムオブシステムズのように複合的なシステム開発が増加している． 

1,000 人規模以上の大規模開発に対しては，アプリケーション開発においても複数チームで 100 人規模の開

発に発展することが想定される．その場合，SPL の包括管理もより複雑化するため，大規模アジャイル開発で

あるSAFe[29]などの開発方法などの研究を参考にし，開発チームの包括管理にも併せて取り組む必要がある． 
システムオブシステムズにおいては，システム開発間の資源の割り当てに柔軟性が欠けるため，システムズ

全体での平準化が困難となる．また，システム間での可変性の管理は，開発ステークホルダーの複雑化と共に

より困難化する．こうしたスケーラビリティへ対応できれば，多様性と俊敏性だけでなく，柔軟性の高い開発

方法の設計が可能となる． 
 

11.3 開発方法論の他分野への適用 
 本論文では，提案したSPL の管理可能な開発方法論を，自動車システムのソフトウェア開発に適用し，その

有効性を実プロジェクトで評価した．本開発方法論をより発展させるために，他分野への適用と評価が必要で

ある． 
 組込ソフトウェア開発と，エンタープライズ系ソフトウェア開発，Web 系ソフトウェア開発にはその特徴に

大きな差がある．組込ソフトウェア開発では，ソフトウェアのハードウェアによる制約が強く，またソフトウ

ェア製品の更新容易性の設計も発展途上である．そのため，SPL の世代交代が完全には果たされず，複数の

SPL が生じやすい環境となっている．その他の分野では，ソフトウェアが容易に更新し易かったり，自動テス

ト環境が構築し易かったりする反面，求められる俊敏性はより高くなることが考えられる．開発環境の異なる

他分野の適用を通じて，本開発方法論を発展させれば，より包括的な開発方法論へ発展させ，より多くの分野

に貢献することが可能となる． 
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12 まとめ 
 本研究では，製品進化と多様な製品提供を同時並行的に実現させることを目指して，SPL の開発全体を包括

した管理可能な開発を実現させる開発方法論を提案した．提案した開発方法論は，ポートフォリオマネジメン

トをドライバとして，SPLE における開発プロセス，プロダクト可変性，アーキテクチャを構築し直すことに

より，予測可能なソフトウェア製品の開発量と，安定した生産性を実現して，複数のSPL を対象とした開発の

管理性を向上する． 
 SPLE のアプリケーション開発では，可変点を中心とした反復性の高いプロセスが実行されることに着目し，

2 層のイテレーションプロセス構造を備えたSPLE のためのアジャイル開発方法を提案した．可変性のモデル

化と構造分析では，分析を通して可変点の開発の順序制約を明らかにし，独立した開発アイテムの集合にプロ

ジェクトを分割する方法を提案した．アプリケーション開発の並行開発アーキテクチャでは，可変性を開発ビ

ューのレベルでモジュール分離する設計ガイドラインを提案した． 
 提案したSPL の管理可能な開発方法論を自動車システムのソフトウェア開発の実プロジェクトに適用し，そ

の有効性を示した．評価結果から，提案した開発方法論は，多様な製品を俊敏に開発するSPLE に有用である

ことを確認した． 
 本論文で提案した開発方法論は，関連研究と照らして，次の点でソフトウェア工学において意義があると考

えられる．SPLE において複数の SPL を包括的に管理する方法を提示し，ASD のマネジメント方法と組合せ

可能であることを示した．また，ASD を短期開発プロジェクトだけでなく，反復性を備えた類似の複数プロジ

ェクトを対象に適用できることを示した．これは，両開発方法論を融合させたAPLE の発展に貢献するものと

いえる． 
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